
1 

 

      入 札 公 告 

次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、競

争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明書

等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達シ

ステム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。 

令和 6 年 3 月 27 日 

    支出負担行為担当官 

       海上保安庁総務部長 髙杉 典弘 

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13 

〇特船契第 1093 号  

１ 調達内容 

(1) 品目分類番号 77 

(2) 購入等件名及び数量 

  測量船３隻定期修理 

(3) 調達案件及び仕様等 仕様書による。 

(4) 履行期限 令和 7 年 3 月 28 日 

(5) 履行場所 請負造船所 

(6) 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当た
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っては、入札書に記載された金額に当該金額の

10％に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする｡)をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の110 分の100 に相当する金額を入

札書に記載すること。 

(7) 電子調達システムの利用 本案件は、電子調

達システムで行う対象調達案件である。なお、電子

調達システムによりがたい者は、紙入札方式参加

願の提出をもって紙入札方式に代えるものとする。

その他詳細については、入札説明書による。 

２ 競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令(以下「予決令」という｡)

第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、

未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締

結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特
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別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予決令第 71 条の規定に該当しない者である

こと。 

(3) 令和４・５・６年度国土交通省競争参加資格

（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」 の

Ａ，Ｂ，Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東・甲信越

地域の競争参加資格を有するものであること。 

(4) 当該部局において指名停止の措置を受け、指

名停止期間中でない者。 

(5) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支

配する者又はこれに準ずるものとして、国土交通

省発注の公共事業等からの排除要請があり、当該

状態が継続している者でないこと。 

(6) 電子調達システムによる場合は、電子認証

（電子証明書）を取得していること。 

(7) 競争参加資格の申請の時期及び場所「競争参

加者の資格に関する公示」（令和 5 年 3 月 31 日付

官報）に記載されている時期及び場所で申請を受
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け付ける。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ

先 政府電子調達（ＧＥＰＳ） 

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/  電

子調達システムヘルプデスク ＴＥＬ0570-014-

889 

(2) 入札方式による入札書等の提出場所、契約条

項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合

わせ先 〒100－8976 東京都千代田区霞が関２

－１－３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管理

室 第二契約係 千葉 将太 電話 03－3591－

6361 内線 2831 

(3) 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説明

書含む）の交付は、当庁ホームページの「調達情報」

の「入札・落札等の状況」から、ダウンロードする

こと。 

https://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/ty
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outatu.html 

また、郵送により交付を希望する者はＡ４判用紙

が入る返信用封筒（宛先を明記する｡)並びに重量

200g に見合う郵便料金に相当する郵便切手又は国

際返信切手券を添付して(2)の係に申し込むこと。 

(4) 電子調達システム及び紙入札による競争参

加のために必要な証明書等の受領期限 

 令和 6 年 4 月 25 日 17 時 00 分 

(5) 電子調達システムによる入札及び紙入札に

よる入札書の受領期限 

 令和 6 年 5 月 20 日 17 時 00 分 

(6) 開札の日時及び場所  

 令和 6 年 5 月 21 日 13 時 30 分 場所は海上保

安庁入札室 

４ その他 

(1) 本調達案件は令和6年度の予算成立を条件と

する。 

(2) 契約手続において使用する言語及び通貨 
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日本語及び日本国通貨。 

(3) 入札保証金及び契約保証金 免除。 

(4) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格

のない者のした入札及び入札に関する条件に違反

した入札。 

(5) 契約書作成の要否 要。 

(6) 落札者の決定方法 予決令第 79 条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者

とする。 

(7) 手続きにおける交渉の有無 無。 

(8) その他 詳細は、入札説明書による。 

 

５ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the 

procuring entity: TAKASUGI Norihiro, Vice 

Commandant, Japan Coast Guard. 

(2) Classification of the services to be 
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procured: 77 

(3) Nature and quantity of the products or 

service to be purchased or required.: 

Regularly repair service of hydrographic 

survey 3 vessels 

(4) Fulfillment limit:  28.March.2025. 

(5) Fulfilment place: The shipyard which will 

contract for repair 

(6) Qualifications for participating in the 

tendering procedures; Supplier eligible for 

participating in the proposed tender are those 

who shall; 

(a) not come under Article 70 of the Cabinet 

Order concerning the Budget, Auditing and 

Accounting. Furthermore, minors, Person under 

Conservatorship or Person under Assistance 

that obtained the consent necessary for 

concluding a contract may be applicable under 
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cases of special reasons within the said 

clause; 

(b) not come under Article 71 of the Cabinet 

Order concerning the Budget, Auditing and 

Accounting; 

(c) have Grade A to D level of interest in 

Offer of service in Kanto・Koshinetsu area in 

terms of the qualification for participating 

in the tenders by the Ministry of Land, 

Infrastructure, Transport and Tourism (Single 

qualification for every ministry and agency) 

in the fiscal years, 2022･2023･2024. 

(d) The person who is not being suspended from 

Transactions by the request of the officials 

in charge of contract. 

(e) not be the business operators that a 

gangster influences management substantially 

or the person who has exclusion request from 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport 

and Tourism is continuing state concerned. 

(7) Time-limit for tender;  

17:00,20.May.2024. 

(8) Contact point for the notice: CHIBA Shota, 

2nd Contract Section, Contract and Accounts 

Office, Budget Division, Administration 

Department,Japan Coast Guard, 2-1-3, 

Kasumigaseki Chiyoda-ku, Tokyo, 100-8976 

Japan. TEL 03-3591-6361 ext. 2831 



入　札　説　明　書

（最低価格落札方式）

別紙－１　入札書（海上保安庁様式）
様式－１　紙入札方式参加願
様式－２　紙契約方式承諾願
様式－３　確認書（電子入札参加申し込み用）
様式－４　電子証明書変更承諾申請書
様式－５　期間委任状
様式－６　都度委任状
別冊　契約書（案）
別冊　仕様書

契約番号： 特船契第　1093　号
契約件名： 測量船３隻定期修理

項目及び構成

１　契約担当官等
２　調達内容
３　競争参加資格
４　入札参加申込手続き
５　入札書及び関係書類の提出場所等
６　その他



１　契約担当官等

２　調達内容

(内線4414)03-3591-6361
海上保安庁装備技術部船舶課　大村

　海上保安庁の調達契約に係わる入札公告 (令和6年3月27日付） に基づく入札につ
いては、会計法（昭和22年法律第35号）、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）、契
約事務取扱規則（昭和37年大蔵省令第52号）等に定めるもののほか、この入札説明書によるも
のとする。

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長　髙杉　典弘

入　　札　　説　　明　　書

　⑷　履行場所
請負造船所

　⑸　仕様説明会の日時等

　⑴　契約件名
測量船３隻定期修理

　⑵　契約内容

令和7年3月28日

仕様書のとおり
　⑶　履行期限

仕様説明会は実施しない。
なお、仕様内容について質疑等がある場合は,下記へ連絡すること。

仕様書等に関する問い合わせ先
〒100-8976　東京都千代田区霞が関２－１－３

⑹　入札方法
　　原則として、当該入札の執行において入札執行回数は２回を限度とする。
　　なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合は、原則として予算決
  算及び会計令第９９条の２の規定に基づく随意契約には移行しない。
　　また、電子調達システムにより難い者は、発注者に紙入札方式参加願いを
  提出して紙入札方式にかえるものとする。
　　落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行う。
　①　入札者は、一切の経費を含め契約金額を見積もるものとする。
　②　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相
    当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端
    数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者
    は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか
    を問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を記載
    した入札書を提出しなければらない。
　③　入札者は、入札説明書、仕様書等を熟覧のうえ入札しなければならない｡
    この場合において入札説明書、仕様書等について疑義があるときは、入札
    書受領の締め切り前までに関係職員の説明を求めることができる。
⑺　入札保証金及び契約保証金　　免　除



３　競争参加資格
⑴

⑵ 　予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。
⑶

⑷

⑸

⑹

４　入札参加申込手続き
⑴ 　申込方法

期間委任状について
ａ

ｂ
ｃ
ｄ
ｅ

　電子入札においては、復代理は認めない。
　委任期間は当該年度内を限度とする。
　代表者及び受任者の記名・押印された委任状（書面）の提出とする。
　原則として期間委任状の委任期間中の都度委任状の提出は認めない。

　技術審査の対象であるため、証明書等の受領期限までに上記２（５）に技術審査の書類を
提出し、同審査に合格した者であること。

　入札参加希望者は、４（５）の各書類を各提出先に持参又は郵送すること。（電子調達シ
ステムにより提出するものは除く）
　なお郵送にて提出する場合は、提出期限までに提出先に必着すること。（郵送の場合は、
配達証明が確認出来るものに限る）
　また、代表者から委任を受けている者（以下「受任者」という）が入札を行う場合は期間
委任状（様式５）又は都度委任状（様式６）を入札参加手続きまでに提出する（当該委任に
係る委任者及び受任者が同じであり、かつ委任事項に変更がない限り、あらかじめ入札等に
関する委任状を提出することにより、当該年度に限り、委任状をその都度提出することを省
略することができる。この場合において、特定の入札等に関してのみこれと異なる代理人を
選任して委任することは認めない｡)。

　入札、見積についての権限及び契約締結についての権限が委任されていなければなら
ない。

　予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている
者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

　令和4･5･6年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格審査）において「役務の提供
等」 のＡ，Ｂ，Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。(ただし指名停止期間中にあるものは除く。)
　なお、競争参加資格を有しない者で当該入札に参加を希望する者は速やかに資格審査申請
を行う必要があるので下記５⑵へ問い合わせること。

　警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として国土交通省
公共事業等からの排除要請があり当該状態が継続している者でないこと。

以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後２年を経過していない者。(これ
を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ。)
  (ア) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質
　　　若しくは数量に関しての不正の行為をした者
  (イ) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を
　　　得るために連合した者
  (ウ) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者
  (エ) 監督又は検査の実施に当たり職員の執行を妨げた者
  (オ) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者
  (カ) 前各号のいずれかに該当する事実があった後2年を経過しない者を、契約の
　　　履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者



⑵ 　電子調達システムによる証明書等の送信方法

⑶ 　ファイル圧縮方法の指定

⑷

⑸

⑹ 　証明書等審査結果の通知
令和6年5月10日 までに電子調

達システム又は文書等により通知する。

　ファイルを圧縮して送信する場合は、LZH又はZIP形式とする。（自己解凍方式は不可）

　ファイル容量が大きく電子調達システムにより証明書等を送信できない場合証明書等の
ファイル容量が10MBを超える場合には、電子調達システムによる入札参加申し込みに必要な
「確認書」及び「資格審査結果通知書（写）」のみを、１つのファイルとして（例えばPDF
形式のファイル）まとめたものを、電子調達システムから送信し、それ以外の証明書等につ
いては、直接５⑵の契約係担当者に手渡すこと。
　直接手渡すことができない場合は、郵送又は民間事業者による信書の送達に関する法律
（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規
定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵送等」という。）に
よる提出をすることが出来る。この場合、事前に５⑵にその旨を連絡すること。
　なお、参加資格確認後は、入札参加申込者に対して電子調達システムにより通知又は確認
通知書を送付する。

　証明書等の提出期限 令和6年4月25日 17時00分

４⑴により提出された証明書等の審査結果を、

3 Microsoft Excel Excel2016形式以下のもの

4 その他のアプリケーション

PDFファイル
画像ファイル(JPEG形式及びGIF形式)
上記に加え特別に認めたファイル形式

・確認書（電子入札用）（電子調達システムにより提出）
・資格審査結果通知書（写）（電子調達システムにより提出）

〇電子調達システムにより入札参加する場合

〇紙入札により入札参加する場合

・紙入札方式参加願（紙入札用）（提出先下記5（2））
・資格審査結果通知書（写）（提出先下記5（2））

各提出書類の提出先は次のとおりです。

1 一太郎 Pro3形式以下のもの
2 Microsoft Word Word2016形式以下のもの

　電子調達システムによる入札参加の申込みを行う場合の使用アプリケーション及びバー
ジョンの指定及び、保存するファイルの形式は次のいずれかとする。

番号 使用アプリケーション 保存するファイル形式



※

※

５　入札書及び関係書類の提出場所等
⑴

⑵ 　入札書等の提出場所及び契約条項を示す場所及び問い合わせ先

千葉　将太
内線 2831

⑶ 　入札説明書（仕様書等添付）の交付期間
令和6年3月27日 から まで

⑷ 　入札書の提出期限
令和6年5月20日

⑸ 　入札書の提出方法
①　電子調達システムによる場合

ア 　入札書の様式は、電子調達システムによるものとする。
イ 　入札書等の記載事項

　 ａ 　契約件名は、定められた件名を記載するものとする。

ｂ

ｃ

ウ 　入札書等の提出
ａ

ｂ

②　紙による入札の場合
ア 　入札書の様式は、別紙－1によるものとする。
イ 　入札書等の記載事項

　 ａ

ｂ

c
d

　入札書に記載する日付は、入札書を提出する日とする。
　入札書には、入札者の住所及び氏名を記載し、押印（法人にあっては、所在
地、法人名及び代表者の氏名を記載)しなければならない。
　入札書の押印を省略する場合は、その旨を明示し、かつ、入札書の余白に本件
責任者及び担当者の氏名・連絡先を記載すること。

（電子認証書を取得している者であること。）

　入札書等は、電子調達システムにより、当該入札公告した期限までに到達する
ように提出しなければならない。

　電子入札に利用することができる電子証明書は、資格審査結果通知書に記入さ
れている者（以下「代表者」という。）又は代表者から入札・見積権限及び契約
権限について期間委任により委任をうけた者の電子証明書に限る。

　契約件名は、定められた件名を但しがきのあとに記載するものとする。

　入札者は、特に指示ある場合を除き、総価で入札しなければならない。

令和6年4月25日

17時00分

　入札者は、特に指示ある場合を除き、総価で入札しなければならない。

　入札書等は、電子調達システムの入力画面上において作成するものとする。

電子調達システム又は紙入札方式参加願による入札参加申込手続きをとらなかった場合は、
入札に参加できないので注意すること。

　入札参加申込手続き後に辞退する場合は、開札日までに「入札辞退書」を５⑵へ提出する
こと。
なお、入札辞退書等は下記アドレスにて公開しているのでダウンロードして提出すること。
http://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/youshikitou.html

　入札書は電子調達システムにより提出すること。
  ただし、発注者に紙入札方式参加願を提出した場合は紙により提出すること。
電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先
　　　 政府電子調達システム 　　　https://www.geps.go.jp/
       電子調達システムヘルプデスク　　 TEL  0570-014-889

東京都千代田区霞が関２－１－３
海上保安庁総務部政務課予算執行管理室第二契約係　

℡03-3591-6361
jcg-yoshitsu_2keiyaku@gxb.mlit.go.jp



e

ウ 　入札書等の提出
ａ

ｂ
ｃ

エ 　郵送により提出する場合

⑹ 　入札の無効
①

ア 　委任状が提出されていない代理人のした入札
イ

ウ

エ 　金額を訂正した入札
オ 　誤字、脱字などにより意志表示が不明瞭である入札
カ

キ

ク

ケ

②

　同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は2人以上の代理をした者の入札

　競争参加資格の確認のための書類などを添付することとされた入札にあっては、提
出された書類が審査の結果採用されなかった入札

　競争参加資格のあるものであっても、入札時点において、海上保安庁次長から指名
停止措置を受け、指名停止期間中にある者のした入札

　電子入札参加者は、電子証明書を不正使用等してはならない。
　不正使用等した場合には当該電子入札参加者の入札への参加を認めないことがある。
　なお、当該入札に関し入札権限のある他の電子証明書に変更しようとするときは、電
子証明書変更承諾申請書（様式４）を提出すること。
　また、電子証明書変更承諾申請書には変更後の電子証明書の企業情報登録画面を印刷
したものを添付すること。

入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取り消しをすることができな
い。

　支出負担行為担当官等あて郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の伝達に関す
る法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同
条第９項に規定する特定信書便事業者（以下「一般信書便事業者等」という。）の提
供する同条第２項に規定する信書便（以下「信書便」という。）の役務のうち、書留
郵便に準ずるものとして一般信書便事業者等おいて当該信書物（同法第２条第３項に
規定する信書便物をいう。）の引き受け及び配達記録をした信書便。）にすることが
できる。
郵送する場合においては、二重封筒とし、表封筒には「入札書在中」の旨を記載し、
中封筒に入札書を入れ、かつ、その封皮に「法人名等及び契約件名、開札年月日、
「入札書在中」」を朱書するものとする。ただし、入札書の提出期限までに到達する
ように提出しなければならない。

　本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した入札及び次の各号の１に該当する入札は無
効とする。

　所定の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し又は提供しない者のした入
札

  記名押印（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもって代える
ことができる。）を欠く入札。（ただし、押印省略の場合で、入札書の余白に本件責
任者及び担当者の氏名・連絡先が記載のない入札も無効とする。）

　公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を乱し、若しくは不正の利益を得るた
めに連合した者の入札

　入札書には、入札者の住所及び氏名を記載し、押印（法人にあっては、所在
地、法人名及び代表者の氏名を記載)しなければならない。
　入札書の押印を省略する場合は、その旨を明示し、かつ、入札書の余白に本件
責任者及び担当者の氏名・連絡先を記載すること。

　受任者（以下「代理人」という）が入札を行う場合は、代理人の住所、氏名
（法人にあっては、所在地、法人名及び代理人の役職、氏名）を記載し、代理人
の印鑑を押印しなければならない。以下、記載例による。
【記載例】
　　海保株式会社　代表取締役（社長）　○○　○○　代理
　　東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
　　海保株式会社　東京支店（又は○○部）
　　支店長（又は○○部長）○○　○○　印

　入札書は、別紙の様式にて作成し、封筒に入れ、かつ、その封皮に「法人名等
及び契約件名、開札年月日、「入札書在中」」を朱書するものとする。

電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。



⑺ 　入札の延期等

⑻ 　開札の日時及び場所

令和6年5月21日

海上保安庁入札室

⑼ 　開札
①　電子調達システムによる場合

ア

イ

②　紙による場合
ア

イ

③

④

⑤

６　その他
⑴ 　契約手続に使用する言語及び通貨　　日本語及び日本国通貨

⑵ 　入札者に要求される事項

　入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに
応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書等を提示しなければならない。

　入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することができな
い。

　入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、契約担当官等が特にやむを得ない
事情があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。

　入札者等は、入札公告等で定められた要件を証明した書類を指定した期限までに提出しな
ければならない。
　また、開札日の前日までの間において、契約担当官等から当該書類に関し説明を求められ
た場合には、それに応じなければならない。

場所：

　開札及び開披（以下「開札等」という。）は、入札等執行事務に関係のない職員を
立ち会わせてこれを行う。

　開札等は、原則として、入札者又はその代理人が出席して行うものとする。
　この場合において、入札者等が立ち会わないときは、入札等執行事務に関係のない
職員を立ち会わせてこれを行う。

　開札等をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限に達した価格の入札が
ないときは、原則として引続き再度入札を行う。
　ただし、契約担当官等がやむを得ないと認めた場合には、契約担当官等が別途指定
する日時に再度入札を行う。

　開札等をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限に達した価格の入札が
ないときは、原則として引続き再度入札を行う。
　ただし、契約担当官等がやむを得ないと認めた場合には、契約担当官等が別途指定
する日時に再度入札を行う。

　入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行するこ
とができない状態にあると認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、若しく
は入札の執行を延期し、又はこれを取り止めることがある。

日時： 13時30分



⑶ 　落札者の決定方法
①

②

③

ア

イ

ウ

④

⑤

⑷ 　契約書の作成（ただし、契約金額が150万円に満たない場合は省略することがある）

①

②

③

④

⑤

　契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者
が契約書の案に記名押印し、さらに契約担当官等が当該契約書の案の送付を受けてこれ
に記名押印するものとする。

　上記②の場合において契約担当官等が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約
の相手方に送付するものとする。

　契約担当官等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定し
ないものとする。

　電子調達システムでは、入札参加者の利便性向上のため、電子くじ機能を実装してい
る。電子くじを行うには、入札者が任意で設定した000～999の数字が必要になるので、
電子入札事業者は、電子調達システムで電子くじ番号を入力し、紙入札事業者は、紙入
札方式参加願に記載するものとする。
　落札者となるべき同価格の入札をした者が２人以上あり、くじにより落札者の決定を
行うこととなった場合には、以下のとおり行うものとする。

　同価格の入札をした者が電子入札事業者のみの場合
　電子入札事業者が入力した電子くじ番号を元に電子くじを実施のうえ、落札者を決
定するものとする。

　同価格の入札をした者が電子入札事業者と紙入札事業者が混在する場合電子入札事
業者が入力した電子くじ番号及び紙入札事業者が紙入札方式参加願に 記載した電子
くじ番号を元に電子くじを実施のうえ落札者を決定するものとする。

　同価格の入札をした者が紙入札事業者のみの場合
　その場で紙くじ（又は電子くじ）を実施のうえ落札者を決定するものとする。

　契約担当官等は、落札者を決定したときは、その翌日から７日以内にその旨を落札者
とされなかった入札者に電子調達システム又は書面により通知する。
  ただし、開札に立ち会った参加者については、書面による通知を省略する。

　競争入札を執行し、落札者を決定したときは、当該落札者とすみやかに、契約書を取
り交わすものとする。

　本入札は、低入札価格調査制度を採用し、調査基準価格（当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められる場合の基準となる価格をいう。）を下回っ
た入札を行なった者については、調査を行なったうえで落札するか否かを決定するもの
とする。

　本入札説明書に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって、本入札
説明書３の競争参加資格及び仕様を満たすことの出来ることの要求要件をすべて満た
し、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。
　ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、又はその者との契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内をもって入札した者を落札者とすることがあ
る。

　調査基準価格を下回った入札を行った者は、契約担当官等の行なう調査、事情聴取等
に協力しなければならない。

「電子調達システム」による電子契約を行う場合、電子調達システムで定める手続に従
い、契約書を作成しなければならない。なお、電子調達システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるものとする。
　紙契約方式の手続をする場合は、紙契約方式承諾願（電子、紙入札共通）を落札決定
後に上記5（2）へ提出すること。



⑸

⑹

⑺ 支払条件は履行完了後、一括払いとする。

⑻

⑼

⑽

⑾

　発注者側の障害により電子入札書受付締切時間又は開札時間を延長する場合の取扱い

　発注者側の障害が発生した場合は、電子調達システム運用主管組織（総務省）と協議し、
障害復旧の見込みがある場合には、電子入札書受付締切予定時間及び開札予定時間の変更
（延長）を行い、障害復旧の見込みがない場合には、紙入札に変更するものとする。
　障害復旧の見込みがあるが、変更後の開札予定時間が直ちに決定できない場合において
は、その旨を全ての電子入札参加者に電話等で連絡するものとし、開札日時が決定した場合
には、その旨を全ての電子入札参加者に電話等で連絡するものとする。

　上記によるもののほか、この一般競争入札に参加する場合において了知かつ、遵守すべき
事項は、「海上保安庁入札・見積者心得」によるものとする。
　    https://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/tyoutatu.html

　入札者は、入札後、この入札説明書、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立
てることはできない。

　電子入札参加者側の障害により入札書受付締切時間又は開札時間を延長する場合の基準及
び取扱い

　電子入札参加者側の障害により電子入札ができない旨の申告があった場合は、障害の内容
と復旧の可否について調査確認を行うものとする

　すぐに復旧できないと判断され、かつ下記の各号に該当する障害等により、原則として複
数の電子入札参加者が参加できない場合には、入札書受付締切予定時間及び開札予定時間の
変更（延長）を行うことができるものとする。
①天災
②広域・地域的停電
③プロバイダ、通信事業者に起因する通信障害
④その他、時間延長が妥当であると認められた場合
（ただし、電子証明書の紛失・破損、端末の不具合等、入札参加者の責による障害であると
認められる場合を除く）
　変更後の開札予定時間が直ちに決定できない場合においては、その旨をすべての電子入札
参加者に電話等で連絡するものとし、開札日時が決定した場合には、その旨を全ての電子入
札参加者に電話等で連絡するものとする。

　責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン（令和４年９月１３
日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡会議決定）を踏
まえて人権尊重に取り組むよう務めること。

本調達案件は令和6年度の予算成立を条件とする。





　

 

 一金

ただし

 　

入札・見積者心得及び入札説明書等を承諾の上、入札します。

令和　　　年　　　月　　　日

　

　

　

　

　

　　

（注）１.用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４判とする。

　 ２.金額は「アラビア」数字で記入する。

連絡先２：

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

代表者氏名

別紙様式-1

入　札　書

住　　所

商号又は名称

測量船３隻定期修理



　

 

 １．発注件名　

　上記の案件は、電子調達システムを利用しての参加ができないため

 紙入札方式での参加をいたします。

資格審査登録番号(業者コード)

　 企業名称

企業郵便番号

企業住所

代表者氏名

代表者役職

電子くじ番号

（連絡先）

電話番号

　 メールアドレス

入札者

住　　所

企業名称

氏　　名

　

　

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　　 担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

※１．入札者住所、企業名称及び氏名欄は、代表者若しくは委任を受けている場合は

　　その者が記載、押印する。

　２．電子くじ番号は、電子くじを実施する場合に必要となるので、000～999の任意の

　　３桁の数字を記載する。

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

様式-1

紙入札方式参加願

令和　年　月　日

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

測量船３隻定期修理



（ 特船 1093 ）

　

 

 １．件　名　

　上記の案件は、電子調達システムを利用しての契約ができないため、

 紙契約方式での手続きをいたします。

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　

　

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　　 担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

測量船３隻定期修理

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

様式-2

紙契約方式承諾願

令和　年　月　日

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）



会 社 名  等

部   署   名

確   認   者

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

は、本入札に使用する電子証明書の番号を記入してください。

（担当者連絡先）

電話番号：

メールアドレス：

（左つめで記入。「スペース」分も左詰めで記入。枠不足の際は、追加してください。）

＊今回限定した上記の電子証明書以外を以後において使用した場合、「無効」の入札となることがあります。

＊上に記入する「数字・英字」等は、誤記のないように十分留意してください。

紙入札方式での参加を希望する方 は、速やかに「紙入札方式参加願」を提出してください。

１０数桁の数字・英字（例：14桁、16桁）

【取得者名】

件　名：測量船３隻定期修理

本案件については、「電子入札方式」により参加します。

                  　

　　　　　 令和    年    月    日

※最下段の担当者連絡先等は押印の有無に限らず必ず記載すること。

電子入札方式により参加する方

【電子証明書の番号】  「シリアルナンバー（ＳＮ）」、「ＩＤ」などの項目に続く

（様　式-3）　一般競争入札方式

○宛　　　　　先：　海上保安庁　総務部政務課　予算執行管理室　契約係

確    認    書



様式-4

２．変更後の電子証明書番号

３．変更理由

住所
氏名

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

支出負担行為担当官
  　海上保安庁総務部長　　殿

　上記については承諾します。

　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官
　　　　　　　　　　　　　　　　海上保安庁総務部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

 上記理由により開札までの間に使用できなくなることから、電子証明書の変更を承諾されたく申請します。

  上記案件について、電子調達システムにより入札に参加することとしていますが、使用している電子証明書について

電子証明書変更承諾申請書

１．発注件名：



　入札参加者は、入札手続きの開始以降、使用していた電子証明書について、電子証明書発行機関の電子証
明書の利用に関する規約上の失効事由が生じた場合又は有効期限の満了により開札までの間に使用すること
ができなくなることが確実な場合において、当該入札に関し入札権限のある他の電子証明書に変更しようとする
ときは、発注者に電子証明書変更承認申請書（様式4）を提出するものとする。この場合において、電子証明書
変更承諾申請書には、変更後の電子証明書の企業情報登録画面を印刷したものを添付することとする。
　発注者（海上保安庁）は、変更後の電子証明書に関して入札権限等に問題がないことが確認できる場合につ
いてのみ変更を承諾します。



様式５

期　間　委　任　状

 受任者

   　住  所

   　氏  名

   　使用印

 私は上記の者を代理人と定め

 下記の権限を委任します。

 委任期間    　　    年    月    日から

 　          　　　    年    月    日まで

 委任事項

 

 　    年    月    日

委任者　住所

商号又は名称

代表者氏名

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長　殿

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。契約締結について委任する場合は押印省略不可。

（連絡先は２以上記載すること）

　　　　　本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　　　　　担当者（会社名・部署名・氏名）：

　　　　　連絡先１：

　　　　　連絡先２：



様式６

都　度　委　任　状

 受任者

   　住  所

   　氏  名

   　使用印

 

 委任事項

１．

 　　   年    月    日

委任者　住所

商号又は名称

代表者氏名

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長　殿

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。契約締結について委任する場合は押印省略不可。

（連絡先は２以上記載すること）

　　　　　本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　　　　　担当者（会社名・部署名・氏名）：

　　　　　連絡先１：

　　　　　連絡先２：

 私は上記の者を代理人と定め

「件名:測量船３隻定期修理 」に関する下記の権限を委任します。



 

令 和 ６ 年 度 

特 船 契 第 1 0 9 3号 

 

 

 

 

 

 

 

 

船舶修繕請負契約書  
 

 

 

 

 

 

 

 

 



船 舶 修 繕 請 負 契 約 書 

 

１． 修 繕 物 件 名  測量船３隻定期修理 

    ただし、仕様書及び図面のとおり。 

 

２． 請 負 金 額   金 円也 

     うち取引に係る消費税額及び地方消費税額  金 円   

       

３． 履 行 期 限   測量船明洋、天洋及び海洋の修理期間は、契約締結日の３日後から令和７年３月２１日までの間の連続する２５日以内と

し、請負者は契約後、海上保安庁装備技術部船舶課船舶整備企画室と協議し、修理期間を決定するものとする 

        

    図書及び検査記録等提出期限は、各船の修理完了後３０日以内に提出するものとする。 

ただし、最終提出期限は令和７年３月２８日とする。（提出先は本庁分、本船分共に本庁とする） 

 

４． 修繕場所及び引渡場所 請負造船所（検査記録等の提出先は海上保安庁） 

 

５． 契 約 保 証 金   免除 

 

上記修繕について、支出負担行為担当官 海上保安庁総務部長 髙杉 典弘 を発注者 とし、 

請負者を として、次の条件により請負契約を締結する。 

 

 

 

 

収 入 

印 紙 



 

（総  則） 

第１条 受注者は、別紙仕様書及び図面（以下「仕様書等」という。）に基づき、引渡期限までに、頭書の修繕物件を完成して、その結果を引渡場所 

において、発注者に引き渡すものとし、発注者は、これに対し、受注者に請負代金を支払うものとする。 

 

（仕様書等の解釈等） 

第２条 仕様書等について疑義を生じたとき又は仕様書等に明記されていない事項については、発注者受注者協議して定めるものとし、受注者は、そ

の他軽微なものについては、発注者又は監督すべきことを命ぜられた職員（以下「監督職員」という。）の解釈若しくは指示に従い、請負金額の範

囲内において施行するものとする。 

２ 受注者は、修繕工程表及び修繕費内訳明細書を発注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（監督職員） 

第３条 発注者は、監督職員を命じたときは、その官職及び氏名を受注者に通知するものとする。 

２ 受注者は、監督職員の監督の実施について、必要な費用を負担するものとする。 

３ 受注者は、他の条項に定めるもののほか、監督職員から監督の実施について必要な資料の提出又は提示を求められた場合にはこれに応ずるものと

する。 

４ 受注者は、監督職員から立ち会いを求められた場合は、これに応ずるものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 この契約により生ずる権利又は義務は、これを第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、発注者の書面による承諾を得た場合は、

この限りでない。 

２ 修繕物件又は修繕現場に搬入した検査済み修繕材料は、これを第三者に売却若しくは貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。

ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合には、この限りでない。 

 

（一括再委託等の禁止） 



第５条 受注者は、業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し又は請け負わせてはならない。 

２ 前項の「主たる部分」とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等を言うものとする。 

 

（代理人等に関する措置要求） 

第６条 発注者又は監督職員は、現場代理人その他受注者の代理人（下請負人は代理人とみなす。以下同じ。）、主任技術者、使用人又は労務者等でこ

の契約の履行につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対し、事由を明示して、必要な措置をとるべきことを求めることができ

る。 

 

（特許権等の使用） 

第７条 受注者は、修繕の施行について、特許権その他第三者の権利の対象となっている方法を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負う

ものとする。 

 

（材料の検査等） 

第８条 受注者の負担に属する修繕材料は、発注者が特に指定したものを除き、その使用前に監督職員の検査を受けなければならない。この場合にお

いて、発注者は、受注者が検査を受けなかったとき又は検査に合格した材料以外の材料を使用したときは、使用後であっても、これを取り替えさせ

ることができるものとする。 

２ 受注者は、材料検査の結果合格となった材料等と検査未済又は不合格となった材料等とに区分する措置をとるとともに、不合格となった材料等を

良品とすみやかに取り替えなければならない。 

３ 受注者は、材料検査に合格した材料等であって、修繕場所にあるものを監督職員の承諾を受けることなく当該場所から持ち出してはならない。 

４ 受注者は、船底その他完成後外部から容易に見ることのできない部分の修繕について、発注者が指示したときは、発注者又は監督職員の立ち会い

の上施行するものとする。ただし、この場合において、監督職員がやむを得ない理由により立ち会えない場合は、受注者は監督職員の指示により、

施行を証明することができる見本、写真その他の資料を監督職員に提出し、その確認を受けなければならない。 

５ 受注者が前項の規定に違反して施行したときであって、発注者又は監督職員が指示するときは、受注者は、施行箇所の撤去、再施行等所要の措置

をとらなければならない。 

 



 

（官給品等） 

第９条 発注者は、修繕用として仕様書等に記載する官給品（貸与品を含む。以下「官給品等」という。）を発注者の指定する場所及び日時に受注者

に交付する。この場合において、受注者は、その官給品等の交付を受けた都度受領書を発注者に提出し、善良な管理者の注意をもってこれを保管し、

かつ、その費用を負担するものとする。 

２ 受注者は、天災地変等の不可抗力又は発注者の責めに帰すべき事由によらないで官給品等が亡失若しくは損傷し、又はその返還が不可能となった

ときは、発注者の指定する方法により弁償するものとする。 

３ 受注者は、官給品等を仕様書等に基づいて使用し、修繕の完成又は契約の変更、若しくは解除等によって不用となったものは、その内容を明らか

にした書類を作成し、監督職員（監督職員不在の場合は検査職員）の確認を受けて発注者に提出するとともに、発注者の指定する時期及び場所にお

いて、発注者に返還しなければならない。 

 

第１０条 受注者は、指定品として仕様書等の記載する修繕材料については、これら以外のものを使用することができないものとする。 

 

（仕様書等に不適合の場合） 

第１１条 受注者は、修繕の施行が仕様書等に適合しない場合において、監督職員が材料等の取替え、施行箇所の撤去又は再施行等の指示をした場合

には、これに従わなければならない。この場合において、受注者は、請負金額の増額又は引渡期限の延期を請求することはできないものとする。 

 

（第三者の作業の実施） 

第１２条 発注者は、第２０条による修繕物件の引渡し前に、第三者にこの修繕物件に対し他の作業を実施させることがあるものとする。この場合に

おいて、受注者は、監督職員の指示に従い、当該修繕の施行者と相互協調して修繕の進捗を図るものとする。 

２ 受注者は、前項の場合において、自己の修繕の施行上不便をきたすことがあっても、発注者に対し、異議の申出又は賠償を請求することができな

いものとする。 

 

（廃材等の処置） 

第１３条 受注者は、修繕の施行により発注者の所有に属する撤去品又は官給品等について廃材等を生じたときは、その内容を明らかにした書類を作



成し、監督職員（監督職員不在の場合は検査職員）の確認を受けて発注者に提出するとともに発注者の指定する時期及び場所において、これを発注

者に引き渡さなければならない。 

２ 受注者は、前項の廃材等を、発注者が引き取るまでの間、無償で保管するものとする。 

 

（行政庁に対する手続） 

第１４条 受注者は、修繕について、行政庁の検査、検定等を必要とするときは、自己の費用をもって、当該行政庁に対する必要な手続をするものと

する。 

 

（物価変動等による請負金額の変更） 

第１５条 物価変動その他改定又は予期することのできない事由に基づく経済情勢の激変等により、請負金額が著しく不適当であると認められるに至

った場合は、発注者受注者協議して、これを変更することができるものとする。 

 

（修繕の変更等） 

第１６条 発注者は、その都合により修繕を変更し、又は一時その施行を中止し、若しくはこれを打ち切ることができるものとする。 

２ 前項の場合において、請負金額を増減する必要があるときは、修繕費内訳明細書に記載する単価により、これによりがたいとき又は所定の引渡期

限を伸縮する必要があるときは、発注者受注者協議して、その金額を増減し、若しくは引渡期限を伸縮するものとする。 

 

（引渡期限の変更等） 

第１７条 発注者は、その都合により引渡期限又は引渡場所を変更することができるものとする。 

２ 前項の場合において、請負金額を増減する必要があるときは、発注者受注者協議して、その金額を増減するものとする。 

 

（終了通知及び検査） 

第１８条 受注者は、修繕終了予定日の１５日前までに、修繕終了予定日を書面により発注者に通知するものとする。 

２ 発注者は、前項の通知を受けたときは、検査を行うべきことを命じた職員（以下「検査職員」という。）により、修繕終了予定日（この日以後に

おいて受注者が検査をなすべき日を指定したときは、その日）から１５日以内（以下「検査期間」という。）に、仕様書に指定した方法その他発注



者の適当と認める方法により検査を行うものとする。ただし、天災地変その他やむを得ない事由により検査をすることができない期間は、検査期間

に算入しないものとする。 

３ 発注者は、検査職員を命じたときは、その官職及び氏名並びに検査時期及び検査場所を受注者に通知するものとする。 

４ 受注者は、第２項の検査に立ち会うものとする。この場合において、受注者が立ち会わないときは、発注者は、単独で検査を行い、その結果を受

注者に通知するものとし、受注者は、これに対して不服を述べることができない。 

５ 受注者は、検査職員から検査の実施について必要な書類又は物件の提示若しくは提出又は説明を求められた場合には、これに応ずるものとする。 

６ 受注者は、検査職員から修繕の重要な部分について完成後直接確認することができないものについて、当該部分の施行の状況を説明することがで

きる見本、写真その他の資料の提示又は提出を求められた場合には、これに応ずるものとする。 

７ 受注者は、検査職員の指示に従い、修繕物件の運転、操作その他検査に必要な作業をし、別に定めのあるものを除きその費用を負担するものとす

る。 

８ 修繕物件が不合格となった場合において、その不合格部分の手直し期間は、発注者が指示する期間とし、その検査期間は、発注者が受注者から手

直しを終了した旨の通知を受理した日（この日以後において受注者が検査をなすべき日を指定したときは、その日）から起算する。 

 

第１９条 次に掲げる場合には、検査のため必要な限度において破壊検査を行うことができるものとする。 

（１）仕様書に指定されているとき。 

（２）前条第６項の資料による確認ができなかったとき、その他修繕の施行について疑うに足りる相当の理由があるとき。 

（３）その他検査を行うため検査職員が特に必要があると認めるとき。 

２ 仕様書等に指定がある場合又は検査職員が必要があると認める場合には、理化学試験により検査を行うことがあるものとする。 

 

（修繕物件の引渡し） 

第２０条 受注者は、修繕物件が前２条の検査に合格したときは、遅滞なく、これを発注者に引き渡すものとする。 

 

第２１条 発注者は、修繕の一部が終了した場合において、その部分の検査を行い、合格部分の全部又は一部の引渡しを受けることができるものとす

る。 

２ 前３条の規定は、前項の検査及び引渡しについて準用する。 



 

（請負代金の支払） 

第２２条 発注者は、第２０条の規定により修繕物件の引渡し及び検査記録等の提出を受けた後、受注者が提出する適法な支払請求書を受理した日か

ら４５日以内(以下｢約定期間｣という。)に海上保安庁において、請負代金を受注者に支払うものとする。 

２ 発注者は、受注者から支払請求書を受理した後、その請求書の内容の全部又は一部が不当であることを発見したときは、その事由を明示して、こ

れを受注者に返付するものとする。この場合においては、その請求書を返付した日から発注者が受注者の是正した支払請求書を受理した日までの期

間は、約定期間に算入しないものとする。ただし、その請求書の内容の不当が受注者の故意又は重大な過失によるものであるときは、適法な支払請

求書の提出がなかったものとし、受注者の是正した支払請求書を受理した日から約定期間を計算するものとする。 

 

第２３条 削除 

 

（遅延利息） 

第２４条 発注者は、約定期間内に請負代金を支払わないときは、受注者に対し、遅延利息を支払わなければならない。 

２ 遅延利息の額は、約定期間満了の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、年２．５パーセントとする。ただし、受注者が代金の受領を遅滞

した日数及び天災地変等やむを得ない事由により支払のできなかった日数は、約定期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないものと

する。 

３ 前項の規定により計算した遅延利息の額が１００円未満であるときは、遅延利息を支払うことを要せず、その額に１００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 発注者が検査期間内に検査を終了しないときには、検査期間満了の日の翌日から検査終了した日までの日数は、約定期間の日数から差し引くもの

とし、又検査の遅延した日数が約定期間の日数を超える場合は、約定期間は満了したものとみなし、発注者は、その超える日数に応じ、前３項の例

に準じて計算した金額を受注者に支払うものとする。 

 

（引渡期限の延伸） 

第２５条 受注者は、所定の期間までに修繕を完成してその物件の引渡しをすることができないときは、あらかじめ遅滞の理由及び完成引渡しの可能

な期日を明示して、発注者に引渡期限の延伸の承認を求めなければならない。 



２ 発注者は、前項の請求に対し、支障がないと認めたときは、これを承認するものとする。ただし、遅滞が天災地変その他受注者の責めに帰するこ

とのできない事由に基づく場合のほか、遅滞金を徴収する。 

 

（遅滞金） 

第２６条 前項第２項ただし書の規定による遅滞金は、延伸前の完成期限満了の日の翌日から修繕を完成して、その物件の引渡しをする日までの日数

に応じ、遅滞１日につき、請負金額（第２２条の規定により発注者が引渡しを受けた部分があるときは、この部分に対する代金を除した金額）の年

３パーセントとする。ただし、その総額が請負金額の１０分の１を超える場合は、その超過額は遅滞金に算入しないもとする。 

２ 前項の遅滞日数の計算については、検査期間が始まる日の翌日から発注者が検査に着手した日の前日までの日数は、これを遅滞日数に算入しない

ものとする。 

 

（臨機の措置） 

第２７条 受注者は、災害防止等のため特に必要と認める場合には、臨機の措置をとらなければならない。この場合において、受注者は、あらかじめ

監督職員の意見を求めるものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、この限りでない。 

２ 受注者は、前項の場合において、そのとった措置につき、遅滞なく監督職員に報告しなければならない。 

３ 監督職員は、災害防止その他修繕の施行上緊急に必要な事項については、受注者に対し、臨機の措置をとることを求めることができる。この場合

において、受注者は、直ちにこれに応じなければならない。 

４ 第１項及び前項の措置に要した経費のうち、発注者受注者協議して請負金額に含めることを不適当と認めた部分については、発注者がこれを負担

するものとする。 

 

（危険負担） 

第２８条 修繕物件の引渡し前に発注者の責めに帰することができない事由により修繕物件及び修繕材料（以下「修繕物件等」という。）について生

じた損害は、次項に規定する場合を除き、受注者の負担とする。第２４条の規定により既済部分払をした場合の当該既済部分についても同様とする。 

２ 天災地変その他の不可抗力により修繕物件等に損害を生じた場合において、その損害が重大であり、かつ、受注者が災害防止のため必要な臨機の

措置をとる等善良な管理者の注意を怠らなかったと認められるときは、その損害は、発注者が負担するものとする。この場合において、損害額は発

注者受注者協議して定めるものとし、保険等その損害をてん補する金額があるときは、損害額からこれを控除するものとする。 



３ 修繕物件等を保険等に付している場合において、修繕物件等に損害を生じたときは、その損害が発注者の責めに帰すべき事由による場合であって

も、その損害が当該保険によっててん補されるときは、てん補額を限度として、受注者が負担するものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第２９条 受注者は、修繕物件の引渡し後１年以内に、その物件が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」と

いう。）であることが発見されたときは、発注者の請求により、自己の費用をもってこれを修繕し、代替物を引渡し又は不足分を引渡さなければな

らない。また、その契約不適合によって生じた物件の滅失若しくはき損に対して、損害を賠償するものとする。 

２ 前項の規定により契約不適合を修繕する場合において、発注者の都合により受注者の工場で修繕をすることができないときは、発注者受注者協議

して、受注者の費用をもって他の工場で修繕をすることができるものとする。この場合において、この負担する費用は、受注者の工場において、修

繕をした場合に係る費用に相当する額を限度とする。 

３ 第１項の期間は、契約不適合が入きょ又は行政庁の検査を受検するとき以外に発見できないものであるときは、修繕物件の引渡し後１年以上１年

半以内において最初の入きょ又は検査終了の時までとする。 

 

（契約の解除） 

第３０条 発注者は、下記各号の一に該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１） 受注者から解約の申出があったとき。（第３２条による場合を除く。） 

（２） 受注者が引渡期限までに修繕を完成してその引渡しをしないとき又は引渡期限までに修繕を完成して、その引渡しをする見込みがないこ

とが明らかなとき。 

（３） 受注者が第４条及び第５条の規定に違反したとき。 

（４） 前各号のほか、受注者がこの契約に違反し、そのため発注者が契約の目的を達することができないとき。 

（５） この契約の履行について、受注者又はその代理人若しくは使用人等が不正の行為をしたとき又はこれらの者が発注者の行う検査若しくは

監督を妨げ、又は妨げようとしたとき。 

（６） 受注者が破産の宣告を受け、又は無能力者となり、若しくは居所不明となったとき。 

２ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この項において同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは、

この契約を解除することができる。 



   （１） 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所

の代表者をいう。以下この条において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力団対

策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

   （２） 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められると

き。 

   （３） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する

などしたと認められるとき。 

  （４） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、

若しくは関与していると認められるとき。 

  （５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき 

  （６） 下請契約その他の契約に当たり、その相手方が第一号から第五号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した

と認められるとき 

  （７） 受注者が、第一号から第五号までのいずれかに該当する者を下請契約その他の契約の相手方としていた場合（第六号に該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

                                                

３ 受注者は、第１項第１号から第５号までの場合において、違約金として、解約部分に対する請負金額の１０分の１に相当する金額を発注者に支払

わなければならない。ただし、第１項第１号又は第２号の場合において、受注者の責めに帰することのできない事由があるときは、この限りでない。 

４ 第２項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負代金額の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期

間内に支払わなければならない。 

 

第３１条 発注者は、前条に定める場合のほか、自己の都合により、修繕の終了前に、この契約の全部又は一部を解除することができる。この場合に

おいて、発注者は、受注者に損害が生じ解約後３０日以内に請求があるときは、その損害を賠償するものとする。 

２ 前項の損害額は確証のあるものを限度として、発注者受注者協議して定めるものとする。 

 

第３２条 受注者は、第１６条の規定による修繕の変更のため請負金額が２／３以下に減少したとき又は同条の規定による修繕中止の期間が契約期間



の１／２以上に達したときは、この契約を解除することができる。 

第３３条 前３条の規定により、この契約の全部又は一部が解除された場合において、受注者が第２３条の規定により、既済部分について代金の一部

の支払を受けているときは、発注者に対し、その全部の金額を発注者の指定する期日までに返納しなければならない。 

２ 発注者は、既済部分の全部又は一部が発注者の利用に適するものであり、かつ、発注者において必要とするときは、修繕費内訳明細書に記載した

単価により算出した金額（これによりがたいときは発注者受注者協議して定めた金額）の代価をもって、既済部分を取得できるものとする。 

３ 第１８条、第１９条、第２２条及び第２４条の規定は、前項の取得部分の検査、引渡し、請負代金の支払及び遅延利息について準用する。 

 

（相殺等） 

第３４条 この契約により発注者が受注者から収得すべき遅滞金、返納金、違約金等がある場合において、発注者が該当金額と相殺することができる

債務を受注者に対し有するときは、これを相殺するものとする。 

２ 前項の規定により相殺を行っても、なお発注者において収得金がある場合又は発注者が遅滞金、返納金、違約金等を徴収する場合において、受注

者は、発注者の指定する相当の期限までにこれらの金額を支払わないときは、発注者に対し、遅延利息を支払わなければならない。ただし、当該収

得金、遅滞金、返納金又は違約金が１，０００円未満の場合は、この限りでない。 

３ 第２４条第２項及び第３項の規定は、前項の遅延利息について準用する。この場合において、同条第２項中「年２．５パーセント」とあるのは「年

３パーセント」、同項ただし書中「受注者」とあるのは、「発注者」と、第３項中「１００円」とあるのは「１円」と読み替えるものとする。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第３５条 受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、契約額（この契約締結後、契約額の変更が

あった場合には、変更後の契約額）の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。) 第３条の規

定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、

独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」とい

う。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消された場合を含む。） 

 (2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業

者団体（以下「受注者等」という。に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていないと



きは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３

条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

  (3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期

間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委

員会が受注者に対して納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を

除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

 (4) この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治 40年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89

条第１項若しくは第 95条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、

年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

 

（紛争の解決） 

第３６条 この契約の履行について、発注者受注者間に紛議を生じたときは、発注者受注者協議して解決するものとする。 

 

（秘密の保全） 

第３７条 発注者及び受注者は、この契約の履行に際し知得した相手方の秘密を第三者に漏らし、又は利用してはならない。 

２ 前項の規程は、受注者の責任の下、その業務の一部を請け負わせようとする協力会社及び下請会社等まで及ぶものとする。 

 

（特約条項） 

第３８条 本契約については、別紙特約条項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 以上契約を証するため、この証書２通を作成し、発注者受注者各１通を保有する。 

 

令和 年 月 日 

 

 

住    所 東京都千代田区霞が関２-１-３ 

             発注者 

氏    名  支出負担行為担当官 

海上保安庁総務部長 髙杉 典弘 

 

住    所  

             受注者           

氏    名  

  

 

  

 

 

 

 

 



 

別紙 

特 約 条 項 
 

発注者、受注者は本契約書総則第１条に定める仕様書等では対応できない、新たな修繕実施について、次の特約条項を定める。 

 

第１条 発注者又は受注者は、本契約書総則第１条に定める仕様書等では対応できない、不具合を発見した場合、発注者が任命する監督職員（以下、

「監督職員」と言う。）と受注者による事前調整を経た後、受注者から発注者が指定する書面（以下「指定書面」と言う。）に当該不具合の修繕に要

する概算見積額を記載の上、監督職員あて報告し、その実施について協議するものとする。 

 

第２条 発注者は前１条の報告・協議を受け、当該修繕の必要があると判断した場合は、報告・協議を受けた指定書面にて、発注者が指定する職員（以

下「主任監督職員という。）から受注者あて実施を指示するものとし、受注者が当該指示を承諾する場合、発注者が実施を指示した指定書面を主任

監督職員あて提出するものとする。なお、それぞれの指示、承諾は監督職員を介して行うものとする。 

 

第３条 前２条に基づき行う手続きは、当初契約の変更契約として実施するものとし、その都度手続きを行うこととする。ただし次の各号によるもの

とする。 

 １ 発注者は指示した仕様変更を全て整理した確定仕様書を発注者が任命する検査職員による検査実施前までに作成し、受注者へ提出しなければな 

らない。 

 ２ 発注者・受注者は変更契約に伴う請負金額を、本契約の引渡期限後原則として２０日以内に確定しなければならない。 

   ただし、発注者受注者が協議して別の期日を定めた場合は、この限りでない。 

 

第４条 修繕が引渡期限内に完了せず遅滞金が発生する場合の起算日は引渡期限の翌日をその起算日とする。 

 

第５条 変更契約に伴う請負金額の確定は、受注者の見積額を参考に、発注者が算出した額に当初契約における予定価格と請負金額の比率を乗じた額



を基に、発注者、受注者協議の上、確定するものとし、当該比率については入札又は見積合わせ実施後、発注者から受注者へ別途通知するものとする。

この際の通知桁数は、小数点以下３桁（0.●●● 四桁以下切り捨て）とする。 

なお、本特約条項第３条第２号に定める期日までに協議が整わない場合は、発注者が提示する額をもって、請負金額の確定とする。 

 

 



測量船 3隻

定期修理

仕 様 書

海上保安庁装備技術部船舶課

令和 6年 2月



第一章 総則

この修理は、船舶安全法その他関係法令に基づいて施工し、所要の検査に合格しな

ければならない。
また、検査に関する手続きは請負者が行い、その検査申請に当っては、検査職員の

確認を受けてから行 うものとする。
なお、管海官庁に受理された船舶検査申請書の写しを検査職員及び船舶課に提出す

るものとする。

2 この修理の施工に当っては、監督職員の監督を受け、検査職員の検査に合格しなけ

ればならない。

3 この修理に使用する材料は、この仕様書で指示する場合を除き、現在使用している

材料と同等の品質又はそれ以上のものを使用するものとする。
また、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 (グ リーン購入法)に基づ
く環境物品等の調達の推進に関する基本方針において、特定調達品日として定められ

ているものにあつては、同基本方針の「判断の基準」及び 「配慮事項」に適合する材

料を使用する。
なお、船舶安全法等の規定により、本基準に従 うことが困難な場合にあつては、監督

職員の指示により処理するものとする。

4 請負者は、受検日程等を記載した工程表を検査職員及び船舶課に提出し、その承認
を受けなければならない。

5 この修理の施工に当り、撤去品等が発生した場合は、監督職員の指示により適法に

処理するものとする。

この修理期間中、本船の保安及び災害防止並びに安全管理については、直接本船乗

組員の責めに帰すべき場合を除き、請負者がその責めに任ずるものとする。

この修理期間中請負者は、本船の自活用の電力及び飲料水を供給するものとする。

なお、その使用料については、協議のうえ別途契約するものとする。

の修理期間中請負者は、修理のために必要な、ほう炊及び居住の代替施設を供給
ものとする。

9 支払いは、測量船明洋、天洋及び海洋の修理完工後 (検査記録等の書類提出を含
む)、 一括払いとする。

′
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測量船明洋、天洋及び海洋の修理期間は、契約締結 日の 3日 後から令和 7年 3月 2
1日 までの間の連続する25日 以内とし、落札者は契約後、海上保安庁装備技術部船
舶課船舶整備企画室と協議 し、修理期間を決定するものとする。
なお、修理のための基地出港 日は修理開始前の 3日 以内、基地帰港 日については引
渡期限の 3日 以内とする。

図書及び検査記録等提出期限は、各船の修理完了後 30日 以内に提出するものとす
る。
ただし、最終提出期限は令和 6年 3月 28日 とする。 (提出先は本庁分、本船分共
に本庁とする)



目次

1.測量船 3隻定期修理仕様書 その 1
(測量船明洋 定期修理 )

2。 測量船 3隻定期修理仕様書 その 2
(測量船天洋定期修理 )

3。 測量船 3隻定期修理仕様書 その 3
(測量船海洋定期修理 )



仕 様 書 その 1

(測量船明洋 定期修理 )



第一章 船体部

1 船体入 出渠及 び離接岸

(1)主 要 目

総 トン数     621t

全長     60. 00m

幅     10.50m

深 さ     5.00m

(2)滞 架 日数

本修理 にかか る滞架 日数 は、 12日 とす る。

なお、滞架 日数 について変更 を要す る場合 は海上保安庁船舶課 に速報す ること。

(3)要 領等
ア 入 出渠は、次の事項等 に十分配慮 し安全確 実 に行 う。

(ア )入 渠要領 図及び前 回入渠時の盤木位置図を参照す る。

(イ )入 出渠に伴 う トリム等の調整 は、船体局部 に過大 な荷重が加 わ るこ とのない

よ う慎重 に行 うもの とし、入渠後の清海水の排水及び トリム等の調整用清海

水 の注水 を行 う。

なお、入渠前のタンクコンデ ィシ ョン調整 は乗員 が行 うもの とす る。

(ウ )前 回入渠時の盤木位置図、 ログ、音測等 の船底付機器類 、シーチ ェス トの配

置等 を潜水夫等 によ り調査及び確認す る。

イ 離接岸 は、十分 な曳船 を使用 し安全確実に行 う。

ウ 盤木位置図を 2部 (本 庁船舶課及び本船 に各 1部。 以下同 じ。)提 出す る。

(4)そ の他

表層探査装置送受器及び海底地殻変動観測装置送受器 (外板 カバーの固定ボル トを

緩 める。 )ド ーム内の清水 を注排水す る。

2 居住区等の防汚処置

修理仕様に指示するほか、次の防汚処置を本修理開始前に施工 し、本修理完了後、同

処置を撤去の うえ掃き掃除を行 う。

(1)各 室床
ビニールシー トでカバーする。 (各 出入 口踏板部を含む。)

操舵室              20ピ

通信室              loピ

観測室              50ぽ

観測準備室            25ピ

公室               40ピ

食器室               8ピ

機関制御室            30ピ



(2)

(3)

(4)

各通路床

ビニール シー トでカバーす る。 (暴露部の通路 を除 き、各出入 口踏板部 を含む。)

航海船橋 甲板廊室           1ぽ

船首楼 甲板通路           12ピ

上 甲板通路             20ポ

下 甲板通路             20ピ

各階段

ステ ップ部 は合板及び ビニール シー トで、ケ コ ミ板、手招部等 は ビニール シー ト

でカバーす る。 (暴露部 の階段 を除 く。)

航海船橋 甲板～船首楼 甲板       1箇 所  3ポ

船首楼 甲板～上 甲板          1箇 所  2ぷ

上 甲板～下 甲板            1箇 所  2ぷ

各室椅子、 ソフア、テーブル

ビニール シー トでカバーす る。

通信室椅子              2個

観測室椅子             4個

公室椅子              38脚

機 関制御 室椅子            3脚

通信室 ソファ            1脚

観測室 ソファ          1脚

公室テーブル             6個

3 船底外板

船底外板 (舵、シャフ トブラケッ ト、 ビルジキール等の付加物並びにシーチェス ト及

びバ ウスラスタ蓋、 トンネル内を含む。)について、次の清掃等を行 う。

整備に必要な足場の架設、撤去は付帯 とし、整備により生 じたかき殻類は適法に処理

する。

(1)清掃、清水洗い

塗分線下外板                         820ゴ

(2)塗膜不良部手入れ                        82ゴ

ディスクサンダーによる。

(3)塗装
プライマー       エポキシ樹脂系  タッチアップ 1回    90ピ

A/C         エポキシ樹脂系  タッチアップ 2回    90ぽ

A/F   船底 ドーム 加水分解型    総塗装    1回    40r

その他   ビニル系 (無機) 総塗装    1回   780ピ

(4)表示



喫水マー クの表示           2回  一式

(5)そ の他
ア シーチ ェス ト付格子 は取外 し、手入れ、塗装後復 旧す る。

イ 多層音波流速計送受波器音響 窓は取 り外 しの うえ、 ドーム内を清掃 、塗装 し、

音響窓 を復 旧す る。

ウ 船底 ドーム周囲のシ リコン材 の 目視点検 を行 う。
工 塗装は塗料 メーカーが定める塗装要領等 に従い施 工 し、 A/Fの 膜厚 は 1年

仕様 とす る。

オ 使用 した A/C及 び A/F塗 料の製造所、製 品名 、使用量 を明記 した報告書 を

2部提 出す る。

(6)防 汚処置等

ア 清掃及び塗装 中にお ける音響測深機 、電磁 ログ、音波 ログ、船底 ドーム送受波部

並びにプ ロペ ラ翼及び同軸 の防汚処置 は十分 に行 う。

イ 排水管の木栓 による閉鎖等、排水 に よる外板 の水漏れ防止 を行 う。

4 船底保護 陽極

次の船底保護 陽極 (保護亜鉛又は保護 アル ミ)に ついて、 日視確認 し、結果 を監督職

員 に速報す る。

船尾管 のガ ッ ト、ガー ドプ レー ト等の取外 し、復 旧は付帯 とす る。

舵板               300× 150× 30   8個

200× 100× 30   4個

シャフ トブラケ ッ ト         300× 150× 30   4個

90×  40× 20   8個

船尾管軸受              200× 100× 30   4個

ビル ジキール            300× 150× 30  16個
バ ウスラスタ           200× 100× 30   4個

300× 150× 30   8個

シーチェス ト           200× 100× 30   3個

船尾船底              300× 150× 30   2個

整流板 内             150×  70× 25   8個

ナ ローマルチ ビーム ドーム     300× 150× 20   4個

ナ ローマル チ ビーム ドーム内の 目視確認 については、点検 口蓋 を外 し実施す る。

5 清水 タンク

(1)次 のタンクのマンホールを開放 し、清水洗浄、ローズボックスの解放清掃、乗員に
よる点検、マンホールパ ッキン (ネ オプ レーン 5t)取 替え、復 旧する。
タンク内の酸素検知、照明装置及び足場の架設、撤去は付帯 とする。

第 1清水タンク         33.18m3 (マ ンホール 2個 )



第 2清 水 タンク         33.18m3 (マ ンホール 2個 )

(2)次 のタンク (置 タンク)の マ ンホール を開放 し、清掃 、乗員 による点検 、マ ンホー

ル パ ッキン (ネ オプ レー ン 5t)取 替 え、復 旧す る。

清水圧カ タンク 〔置〕       0.50m3 (マ ンホール 1個 )

(3)各 測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板 の点検 を行 う。

(4)各 清水 タンクに清水 を補給 し、 24時 間経過 後、水質検査 を実施す る。 (合格証明

書 2部提 出 )

6 汚物管

(1)次 の汚物管を高圧洗浄する。

汚物管内の洗浄水は陸揚げ廃水処理する。

小便管の Sト ラップ 3個 及び洋式便器 3個 の取外 し復旧は付帯 とする。

第 1便所～第 2便所             100A× 2.5m

第 2便所内小便管              80A× 3.Om

大便管                  100A× 3.Om

第 2便所～三方切替弁           125A× 1.8m

三方切替弁～船外             125A× 3.Om

三方切替弁～汚物処理装置         125A× 5.Om

(2)本 船支給の三方切替弁 (125A)1個 の取付けを行 う。

(3)次 の汚物管付波止弁を取外 し、解放、清掃、点検、招合せ、受検、フランジパ

ッキン (ネ オプ レーン 3t)取 替え、復旧す る。

汚物処理装置船外排出用  (弁符号 S-5)    50A× 1個

第 1,第 2便 所船外排出用 (弁 符号 S-6)   125A× 1個

7 排水管

次の各部屋 に配置 され てい る排水 系統 において高圧洗浄 を実施す る。

配管用高圧洗浄 ノズル を lm以 上挿入 し、配管の詰 ま り等の除去 を行 うこととし、配管

形状 によ り高圧 ノズル を挿入す ることができない場合は、乗組員の指示す る方法 に よ り高

圧洗浄 を実施す る。

(1)食 器 室

(2)調 理室

(3)第 1及び第 2便 所

(4)洗 面所

(5)洗 濯室

(6)シ ャワー室

(7)観 測準備室

(8)上 甲板 内部通路



【付帯】

・ディスポーザーの取外 し復 旧

・高圧洗浄車及び高圧洗浄機の手配

・防汚措置

8 ミランダ式ボー トダビット
ランチングス トロープ 1組 2本 について製造者による点検整備を行 う。

【ランチングス トロープ】

・ F-1 1本
。A‐ 1 1本

【製造者】

テクノアルファい マリン・環境機器グループ

東京都品川区西五反田2-27-4
TEL03-3492-7679

【点検内容】

(1)分 解の うえ、フック、シャックル、スイベル、エン ドリングをバフ磨き し、非破壊

検査 (X線 検査)を 行 う。

(2)ワ イヤー ロープ (SUS20φ  両端 ロック加工 )、 フックスプ リング、
フック用カバーを取替えの うえ復旧し、引張試験を行 う。

(3)非破壊検査記録及び引張試験成績書を 2部提出する。

9 検査・計測記録等

本仕様に基づ く船体部の次の検査・計測記録等は、取 りまとめの うえ 2部 製本 し、本

部及び本船に各 1部提出する。

1(3)  盤木位置図
3(5) 塗料報告書

4     船底保護陽極計測記録表
5(4)  水質検査合格証明書

10 効力試験

有害水バラス ト排出防止設備等にかかる第二種中間検査を受検する。



第 章 機関部

1 右舷 主機 関Ml【 計画保全 】
型 式 :6DLM-24SL   数量 :1基
製造所 :ダイハツディーゼル

出力×回転速度 :809kW(1100PS)× 720min~1
シリンダ数×径×行程 :6× 240mm× 320mm
右舷主機関について、次のとお り開放、整備、本船支給する別紙 1記載部品を取替え、組立、復旧

する。

各試験計測を行い、記録表を 2部 (本庁 1部、本船 1部)提出する。
(1)排気弁                  12個
ア 排気弁を招合せる (機械加工を含む)。
イ 排気弁箱～シリンダカバを招合せる。
ウ ボンネット等脱着、タペ ット等の調整は付帯作業 とする。
工 排気弁箱の圧力試験 (0.2MPa)を 実施する。

オ 排気弁及び弁ばねの染色探傷試験を行 う。
力 次の計測を行 う。
(ア )排気弁シー ト部厚み及びシー ト部内径
(イ )動弁装置調整ネジ全長
(ウ )プ ッシュロッド上端部頂面から底部までの最大深さ
(工)弁棒 とブッシュの間隙を計測する。

(2)試 運転立会い等
組立、調整、復旧後、乗員が行 う係留運転及び海上運転に立会 う。

(3)そ の他乗員が行 う始動試験、警報試験 (保護装置試験)、 操縦場所切替え試験、回転制御試
験、翼制御試験、前後進試験及び危急停止試験 (保護装置試験)に立会 う。
(4)そ の他
ア 重量物等の陸揚げ、保管及び積込みは付帯 とする。
イ 本修理 にお ける工事箇所 は清掃 、手入れ を行い修理前の状態 に復す る。

ウ 整備 に伴 い発生 した廃油、 ビル ジ等 については適法 に処分す る。

2 左舷主機関M2【 計画保全】
型 式 :6DLM-24SL   数量 :1基
製造所 :ダイハツディーゼル

出力×回転速度 :809kW(1100PS)× 720min~1
シリンダ数×径×行程 :6× 240mm× 320mm
左舷主機関について、次のとお り開放、整備、本船支給する別紙 1記載部品を取替え、組立、復旧す

る。

各試験計測を行い、記録表を 2部 (本庁 1部、本船 1部)提出する。
(1)排気弁                   12個
ア 排気弁を招合せる (機械加工を含む)。
イ 排気弁箱～シリンダカバを櫂合せる。
ウ ボンネット等脱着、タペ ット等の調整は付帯作業とする。
工 排気弁箱の圧力試験 (0.2祀a)を実施する。
オ 排気弁及び弁ばねの染色探傷試験を行 う。
力 次の計測を行 う。
(ア )排気弁シー ト部厚み及びシー ト部内径
(イ )動弁装置調整ネジ全長
(ウ )プ ッシュロッド上端部頂面から底部までの最大深さ
(工 )弁棒とブッシュの間隙を計測する。



(2)過給機 (VTR-201 製造所 :IHI)      1台
ア 水衣部の薬品洗浄を行 う。
イ ケーシングの圧力試験 (0.4Mpa)を 行 う。
ウ ローター及びノズル・ディフューザー染色探傷試験を行 う。
工 過給機回転部間隙及びケーシング肉厚の計測を行 う。
オ 本船支給の取付け台座ボル ト (部品番号 :X200016040ZZ)4本 を交換する。また、過給機
の取 り外 し及び取付け作業は付帯 とする。

(3)試 運転立会い等
組立、調整、復旧後、乗員が行 う係留運転及び海上運転に立会 う。 (右舷主機関の整備に含

む。 )

(4)そ の他乗員が行 う始動試験、警報試験 (保護装置試験)、 操縦場所切替え試験、回転制御試
験、翼制御試験、前後進試験及び危急停止試験 (保護装置試験)に立会 う。 (右舷主機関の整
備に含む。 )

(5)そ の他
ア 重量物等の陸揚げ、保管及び積込みは付帯 とする。 (右舷主機関の整備に含む。 )
イ 本修理 にお ける工事箇所 は清掃 、手入れ を行い修理前の状態 に復す る。 (右舷 主
機 関の整備 に含 む c)

ウ 整備 に伴 い発生 した廃油、 ビル ジ等 につ いては適法 に処分す る。 (右舷 主機 関の
整備 に含む。 )

3 軸系 (両舷 )
製造所、型式

プ ロペ ラ直径

プ ロ ペ ラ 軸

給  油  軸
中  間  軸

ナカシマプロペラ 4翼 CPP、  XS-53
1850mm   材質 :ALBC3
O In in× 11. 41m
8mm× 13. 05m
5× 22. 08m

８
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０
，

ス
）

，の

(1)プ ロペ ラ
清掃 、バ フ仕上 げを行 うこと。

(2)プ ロペ ラ軸
清掃す るこ と。

(3)プ ロペラ清掃等用足場の設置、撤去等の脱着を含むこと。

4 バウスラスター
型式 :TC‐ 115N
製造所 :ナカシマプロペラ

直径 :1, 150mm 材質 :ALBC3
次のとおリバウスラスター装置のプロペラ等を清掃 し復旧すること。

(1)プロペラ
ア 4翼清掃のうえ、バフ仕上げすること。
イ プロペラダクトの清掃を含むこと。
(2)プロペラ清掃等用足場の設置、撤去等の脱着を含むこと。



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

1 弁箱パッキン E245800340Z 12 個 明洋 M-1(右舷主機 )

2 排気弁座0リ ング E325800180C 72 個

3 0リ ン/1多オ`  13.8X3.5 E245850310Z 24 イ固

4 0り )/`ク
｀`
  G40 E205650300Z 12 イ固

5 0リ ング S53 Z560208531D 12 イ固

6 0リ ング (2)4DG-85 Z560208531D 12 個

7 バルブステムシール  16 E225600190A 12 個

8 0リ ング
｀
 P14 Z560101424Z 6 個

9 丸パッキン 32.5X41 E246950170Z 6 個

10 0り じ/ク
゛
 P36 E206200580Z 6 イ固

11 0リ ング  P18 E206200550Z 6 個

12 V>. ) /tvtsD-tv C266203050Z
(AE01062021A)

24 個

13 ガスケット
E206203120Z

(AE01062016A)
12 個

14 0リ ング (1)4DP-31 Z560103135D 6 個

15 0リ ング (1)15.6X2.3 Z560001623D 6 イ固

16 0リ ング (1)4DP-26 Z560102635D 6 イ固

17 0リ ング (1)4DP-48 Z560104835D 6 個

18 0リ ング (1)4DP-50 Z560105035D 6 個

19 丸パッキン (0)19X2T Z565001920Z 10 個

20 ガスケット 10-2 Z567001002B 12 個

21 ガスケット
E246950330Z
(AE01062016A)

12 個

22 ノラく
｀
ル DL145TE368-A E246950650Z 6 個

23 弁箱パッキン E245800340Z 12 個
明洋 M-2(左舷主
機 )



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

24 排気弁座0リ ング E325800180C 72 個

25 0り じ/`グ
｀
  13.8X3.5 E245850310Z 24 個

26 0り )/`グ
｀
  G40 E205650300Z 12 個

27 0リ ング S53 E245850330Z 12 個

28 0リ ング (2)4DG-85 Z560208531D 12 個

29 バルブステムシール 16 E225600190A 12 個

30 0リ ング  P14 Z560101424Z 6 個

31 丸パ ッキン 32.5X41 E246950170Z 6 個

32 0リ ング  P36 E206200580Z 6 個

33 0リ ング
｀
 P18 E206200550Z 6 個

34 ピン・ノズルダウエル
C266203050Z
(AE01062021A)

24 個

35 ガスケット
E206203120Z
(AE01062016A)

12 個

36 0リ ング (1)4DP-31 Z560103135D 6 個

37 0リ ング (1)15.6X2.3 Z560001623D 6 個

38 0リ ング (1)4DP-26 Z560102635D 6 個

39 0リ ング   (1)4DP-48 Z560104835D 6 個

40 0リ ング (1)4DP-50 Z560105035D 6 個

41 丸パ ッキン (0)19X2T Z565001920Z 10 個

42 ガスケット 10-2 Z567001002B 12 個

43 ガスケット
E246950330Z
(AE01062016A)

12 個

44 ノラく
｀
ル  DL145TE368-A E246950650Z 6 個

45 ベアリング (T)(VTR200) BN46890000Z 1 個

46 ベア リング (B)(VTR201) BN46039000Z 1 個



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

47 ラビリンスブッシュ 506(200) BN20540500Z 1 個

48 ラビリンスブッシュ 725(200) BN20910900Z l 個

49 油きり BN20994200Z 2 イ固

50 軸受蓋用パッキン BN20460800Z 2 イ固

51 吸気管入ロパッキン E222000060Z 1 個

52 排気出ロパッキン VTR201 E262310040Z 1 個

53 空気出口管パ ッキン C262600530Z 1 個

54 JISパ ッキン(3)320 Z501332000H 1 個



第二章 観測機器部

1 浅海ナローマルチビーム音響測深機換装

測量船「明洋」の浅海ナローマルチビーム音響測深機の取り外し、各機器の搬入、設置及び接続ケ

ーブル敷設を行ない、浅海ナローマルチビーム音響測深機の接続、調整試験等を行うものである。

既存のナローマルチビーム音響測深機の取り外し、浅海ナローマルチビーム音響測深機の取り付け

工事については専門的知識を必要とするため、製造メーカ又は同等の技術を有する者 (以下「メーカ

等」という。)を立ち合わせ技術指導を受けながら行 うこと。

1.1 接続調整機器

測深機 (R2SONIC社製 Son■ c2024)1台 (本船支給)

1.2 作業内容

次の要領にて浅海ナローマルチビーム測深機を撤去し、官給する送受波器等の取付設置及び接続ケ

ーブルの敷設、接続調整等を行う。

(1) 撤去

本作業では別表 1に示す機器について撤去を行 う。撤去品については監督職員に渡すこと。な

お、浅海ナローマルチビーム測深機ケーブルは適法処分すること。

ア 観測室

観測機器ラックから、制御装置 (PC)及 びプロセッサーユニットを撤去する。卓から液晶ディス

プレイ、キーボー ド、マウスを撤去する。

イ 船底 ドーム

次の要領により、浅海ナローマルチビーム測深機送受波器の新設に伴う配管等の工事を行 う。工

事に必要な空所等の解放及び復旧は、次の要領によリマンホールを開放し、音響機器関連工事を行

った後、整備して復旧する。

なお、必要な足場の架設及び撤去、照明装置の架設及び撤去、酸素検知は付帯とする。

(ア)船底 ドーム FR.33～ 34の メンテナンス区画右舷側から空所 FR.33～ 34ま での間

に設置してある船底貫通金物のパッキンを取り外す。

(イ )空調室船首側のマンホール左側の船底貫通金物 (1か所)のパッキンを取り外

す。

(ウ )浅海ナローマルチビーム測深機 (EM3002)か らプロセッサーユニットに接続している、別紙

1に示す浅海ナローマルチビーム測深機ケーブルを取り外す。

(2)設 置

本作業では別表 2に示す機器について設置を行 う。



ア 観測室

既設ラックの空きスペースに、基盤 (SIM)を設置する。卓にデータ収録装置、液晶ディスプレ

イ、キーボー ド及びマウスを設置する。

イ 船底 ドーム

次の要領により、送受波器の新設に伴 う配管等の工事を行 う。工事に必要な空所等の解放及び復

旧は、次の要領によリマンホールを開放 し、音響機器関連工事を行った後、整備 して復旧する。

なお、必要な足場の架設及び撤去、照明装置の架設及び撤去、酸素検知は付帯とする。

(ア )メ ーカ等により、船底 ドームの 3番及び 4番ハ ッチを取 り外 し、浅海用ナローマルチビーム

取付金具に同ハッチヘ取付け可能な加工を行 う。

なお、船底 ドームの 3番及び 4番ハッチは取 り外 した後は測量船明洋で保管 し

ておく。

(イ )メ ーカ等により、3番に送波器、4番に受波器を取 り付ける。

(ウ )船底 ドーム FR.33～ 34の メンテナンス区画右舷側から空所 FR.33～ 34ま での間、

既設の曲げ加工をしたケーブル用管 1本 を利用 し、既設の貫通金物にパ ッキンを取 り付ける。

(工 )メ ーカ等は船底 ドーム内での作業に際し造船所 と協議のうえ、既設ナローマル

チビーム音響測深機 (EM302)の 受波素子及びケーブルに熱が伝わらないようにすること。

(3)配 線・接続

送受波器から基盤 (SIM)及び観測室内の配線にあたってはメーカ等と協議のうえ結

束等処理を行い、接続にあたってはケーブルコネクタの緩み、脱落が生じないように

する。

必要なシリアル通信ケーブル等各通信ケーブル (音速信号、GPS信号、ジャイロ信

号、動揺信号、時計信号及びモニター信号)、 分配器及び切換器等接続機器はメーカ等が用意する。

ア 送受波器

送受波器ケーブルを送受波器から新設する基盤 (SIM)ま で配線する。送受波器ケーブルの送受

波器及び基盤 (SIM)への接続はメーカ等が行 う。

(ア )船底 ドーム・空所

送受波器から2(1)イ (ウ )のケーブル管を経由し、同 (工)の空所内ステイを這わせ配管

を通 じて空調室に配線する。

(イ )空調室

空調室天丼に設置 してあるケーブルラックを経由し、既設の変圧器ケーブル用のフランジを

通 じてジャイロ室に配線する。

(ウ )ジャイロ室

ジャイロ室左舷側の壁から天丼を経由して既設 ソナーケーブル用のフランジを通 じて上甲

板上が り階段通路に配線する。

(工 )上甲板



上 り階段通路船尾側の壁か ら天丼を経由して事務室前通路か ら洗面所天丼の既設 ソナーケ

ーブル用フランジを通 じ資料整理室に配線する。

(オ )資料整理室

資料整理室入 り口脇の壁か ら天丼を経由して観測室船尾側の既設 ソナーケーブル用のフラ

ンジを通 じて観測室に配線する。

(力 )観測室

観測室船首側の既設ラック背面にある既設 ソナーケーブル用のフランジか らラック内に新

設する基盤 (SIM)に配線する。

イ 表面音速度計

メーカ等により、表面音速度計 (AML社製)を観測室に新設の基盤 (SIM)に配線する。

ウ 測位・動揺検出器

メーカ等により、測位・動揺検出器 (Seatex Seapath 200)か ら出力するシリアルケーブルを観

測室に新設の基盤 (SIM)に配線する。

工 電源

各機器用の電源については、S-2観測分電 (AC l15V)よ り配線を行い、レセプタクル (非防水、

2連)を設置すること。必要な電線については付帯とする。

(4)点 検・確認 。調整

メーカ等立会いのもと次の点検・確認 。調整を行う。

ア 測深機点検調整

メーカ等により、送受波器、各ケーブルの取付状況の点検・確認を行い、所要の性能を満たすよ

う調整を行う。

イ 清掃点検

各機器、ケーブルの外観及び接続を確認し清掃を行う。

ウ 絶縁計測

送受波器から制御装置までの接続ケーブルの絶縁試験を実施し、絶縁確認を行 う。

(5) 動作確認

メーカ等により、各機器の個別動作確認を行い正常な動作を確認した上で、入出力

信号確認、本装置起動後のソフトウェア動作確認を行い、総合動作確認を行う。

(6)海 上試験

メーカ等により、次の試験等を行 う。

ア 海上において本装置のパラメータ設定等に必要な各試験を行 う。

(ア )測深データ補正のために以下の調査を行い得 られたデータを解析・処理 しキャリブレーシ



ョン値を決定する。なお、キャリブレーション結果は監督職員のほか監督職員が指示する当庁

職員へ報告し、本装置へ入力・設定する。

。等深線に沿った平坦な海域に設定された測線の往復航走

・斜面を含む測線の往復航走

。平坦な海域にて直角に交わる2測線を航走

(イ )上記 (ア )で得られたキャリブレーション値を本装置に設定した後、正常に海底地形が得

られる事を確認するため上記海域付近において測深を行い、データ集録を行う。

イ 海上において、本装置設置後の測深能力試験を行う。

ウ 上記作業で得られたキャリブレーション結果、測深結果は報告書に取りまとめ、 3部作成の

うえ提出する。

(7) その他

各音響機器の換装及び新設工事の完了後、次の要領によって本船の工事前後の変更

点を明らかにする。

ア 試験等

(ア )船体部に係る次の試験を行い、工事の成否と工事後の本船性能を確認し、試験

結果を報告書に取り纏め、3部 (本庁 2部、本船 1部)提出する。

・射水試験

・水密・気密試験

。その他指示するもの

(イ ) 受検

本工事に伴うJGの 臨時検査を受検する。

(ウ ) 改正図書等

本工事に関係する次の完成図書等の作成及び改正を行い、3部 (本庁 2部、本船

1部)提出する。

・観測装置電路系統図

・機器配置図 (観測室、船底 ドーム等、その他)

。その他関連図書

イ 作業完了後、上架中に当庁職員がセンサ取付位置のオフセットを測量するので、この作業に協

力をすること。



別表 1

場   所 構成機器名称
寸法 (W× D

×H)(mm)

重量

(kg)

数量

(個 )
備 考

観測室 ラック

制御装置 (HWS ll)
427× 480×

180
20 1

液晶ディスプレイ、

キーボー ド、マウス

を含む

J st y+l-z-= y I
427× 392×

177
14.5 1

船底 ドーム 送受波器ケーブル E M3002用 ケーブル

船底 ドーム
浅海用ナ ローマルチ ビー

ム取付金具
1



別表 2

場   所 構成機器名称
寸法 (W× D

×H)(mm)

重 量

(kg)

数量

(イ固)
備考

船底 ドーム

送受波器 (送波器 )
273× 108×

86
3.3

1

官給

送受波器ケーブル、

延長ケーブル含む送受波器 (受波器 )
276× 109×

190
7

観測室 基盤 (SIM)
280× 170×

60
2.4 1

官給

ケーブル等含む

観測室 データ収録装置 1

官給、ケーブル等含

む

観測室 液晶ディスプレイ 1

官給、マウス、キー

ボー ド、ケーブル等

含む

船底 ドーム
浅海用ナ ローマルチ ビー

ム取付金具
1 官給



2 DttSSビーコン受信機取付

測量船「明洋」の複合測位装置 1式の内、GPSア ンテナ及びアンテナポールを換装するものである。

2.1 接続調整機器

DGNSSビ ー コンアンテナ (SPS356)1台 (本船支給 )

2.2 作業内容

次の要領にて複合測位装置 1式の内、GPSア ンテナ及びアンテナポールを取 り外 し、本船が保管す

る DGNSSビ ーコンアンテナ 1台の取付設置及び接続ケーブルの敷設を行 う。

なお、必要な足場の架設及び撤去、照明装置の架設及び撤去は付帯とする。

(1) 撤去

撤去品については監督職員に渡すこと。

ア マス ト

マス トに既設の GPSア ンテナ (2台 )、 アンテナケーブル (2本)及びアンテナポール (2本 )

を取 り外す。

イ 観測室

観測室に既設の DGNSS受信機に接続 されているアンテナケーブルを取 り外す。

(2)設 置
マス ト

撤去した左舷側の同箇所にアンテナポールを船体に堅牢に固縛し設置する。メーカ等により

アンテナポール上にアンテナを設置するc

(3) 配線・接続
GNSSア ンテナケーブル

マストに設置したアンテナから観測室の DGNSSビ ーコン受信機まで配線する。配線は既設の

経路を再利用すること。接続にあたっては、メーカ等によリケーブルコネクタの緩み、脱落が

生じないように接続する。

(4)点 検・確認 。調整

監督職員立会いのもと次の点検 。確認・調整を行 う。

ア DGNSSビ ーコン受信機点検調整

監督職員により、アンテナ、各ケーブルの取付状況の点検・確認を行い、所要の性能を満たす

よう調整を行 う。

イ 清掃点検



各機器、ケーブルの外観及び接続を確認 し清掃を行 う。

(5) 動作確認

監督職員により、位置データの取得及び複合測位装置ヘデータの出力ができることを確認す

ること。

(6) その他

作業完了後上架期間中に当庁職員がセンサ取付位置のオフセットを測量するので、この作業

に協力をすること。



仕 様 書 その 2

(測量船天洋 定期修理 )



第一章 船体部

1 船体入 出渠及び離接岸

(1)主 要 目

総 トン数    435t

全長     56. 02m

幅       9.80m

深 さ      5. 00m

(2)滞 架 日数

本修理 にかか る滞架 日数は、 5日 とす る。

(3)要 領等

ア 入 出渠は、次の事項等 に十分配慮 し安全確実に行 う。

(ア )入 渠要領 図及び前回入渠時の盤木位置図を参照す る。

(イ )入 出渠に伴 う トリム等 の調整 は、船体局部 に過大な荷重が加 わることのない

よ う慎重 に行 うもの とし、入渠後の清海水の排水及び トリム等の調整用清海水

の注水 を行 う。

なお、入渠前のタンクコンデ ィシ ョン調整 は乗員 が行 うもの とす る。

(ウ )前 回入渠時の盤木位置図、 ログ、音測等の船底付機器類 、シーチ ェス トの配

置等 を潜水夫等 によ り調査及び確認す る。

イ 離接岸 は、十分な曳船 を使用 し安全確 実に行 う。

ウ 盤木位置 図を 2部 (本庁船舶課及び本船 に各 1部。以下同 じ。)提 出す る。

2 居住 区等の防汚処置

修理仕様 に指示す るほか、次 の防汚処置 を本修理開始前 に施 工 し、本修理完了後、同

処置 を撤去の うえ掃 き掃除を行 う。

(1)各 室床
ビニール シー トでカバーす る。 (各 出入 口踏板部 を含む。)

操舵室               18ポ

通信室                9ぽ

観測室               40ピ

公室                40ピ

食器室                8ぽ

機 関制御室             22ポ

(2)各 通路床
ビニール シー トでカバーす る。 (暴 露部の通路 を除 き、各 出入 口踏板部 を含 む。)

航海船橋 甲板廊室           1ポ

船首楼 甲板通路            2ポ

上 甲板通路             22ピ



下甲板通路             18ポ

(3)各 階段
ステ ップ部は合板及びビニールシー トで、ケコミ板、手櫂部等はビニールシー トで

カバーす る。 (暴露部の階段を除 く。)

航海船橋甲板～上甲板         1箇 所  2ピ
上甲板～下甲板            2箇 所  4ポ

(4)各 室椅子、ソファ、テーブル

ビニールシー トでカバーする。

通信室椅子             1個

観測室椅子             3個

公室椅子             35脚

機関制御室椅子           2脚

通信室ソファ            1脚
公室 ソファ             1脚

観測室テーブル            1個

公室テーブル             6個

3 船底外板

船底外板 (舵 、シャフ トブラケッ ト、ビルジキール等の付加物並びにシーチェス トを

含む。)に ついて、次の清掃等を行 う。

整備に必要な足場の架設、撤去は付帯 とし、整備により生 じたかき殻類は適法に処理す

る。

(1)清掃、清水洗い

塗分線下外板                       600」

(2)塗 膜不良部手入れ                      60ポ

ディスクサンダーによる。

(3)塗 装
プライマー  エポキシ樹脂系    タッチア ップ 1回       66ぽ
A/C    変性 ビニル系     タッチア ップ 2回       66ピ
A/F    ビニル系 (無機)   総塗装    1回      600ピ

(4)表 示

喫水マークの表示          2回  一式

(5)そ の他
ア シーチェス ト付格子は取外 し、手入れ、塗装後復旧する。
イ 塗装は塗料メーカーが定める塗装要領等に従い施工 し、A/Fの 膜厚は 1年仕様
とする。

ウ 使用 したA/C及 びA/F塗 料の製造所、製品名、使用量を明記 した報告書を 2

部提出する。



(6)防 汚処置等
ア 清掃及び塗装 中にお ける音響測深機 、電磁 ログ、音波 ログ、船底 ドー ム送受波部

並びにプ ロペ ラ翼及び同軸の防汚処置は十分に行 う。

イ 排水管の木栓 による閉鎖等、排水 による外板 の水漏れ防止 を行 う。

4 船底保護 陽極

次の船底保護 陽極 (保護 亜鉛又 は保護 アル ミ)

員 に速報す る。

船尾管 のガ ッ ト、ガー ドプ レー ト等の取外 し、

舵板                30

副舵                20

舵 ガイ ドアーム端          10
ビル ジキール            30

船尾船底              30

船尾管              10
シャフ トブ ラケ ッ ト及び船尾管端面  50

シーチェス ト           30

ナ ローマルチ ビーム ドーム      15

機 関室内底             30

について、 日視確認 し、結果を監督職

復 旧 は 付 帯 とす る。

0× 150× 30

0× 100× 30

0φ × 50

0× 150× 30

0× 150× 30

0× 100× 50

× 40× 45° 円弧

0× 150× 30

0×  70× 30

0× 150× 30

4個

8個

2個

10個

8個

2個

40個

3個

4個

7個

5 清水タンク

(1)次 のタンクのマンホールを開放 し、清水洗浄、ローズボックスの解放清掃、乗員に

よる点検、マンホールパ ッキン (ネ オプレーン 5t)取 替え、復旧する。

タンク内の酸素検知、照明装置及び足場の架設、撤去は付帯 とする。

第 1清水タンク         37.32m3 (マ ンホール 2個 )

第 2清 水タンク         37.32m3 (マ ンホール 2個 )

(2)次 のタンク (置 タンク)の マンホールを開放 し、清掃、乗員による点検、マンホー

ルパ ッキン (ネ オプレーン 5t)取 替え、復旧する。

清水圧カタンク 〔置〕       0.50m3 (マ ンホール 1個 )

(3)各 測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板の点検を行 う。

(4)各 清水タンクに清水を補給 し、 24時 間経過後、水質検査を実施す る。 (合格証明

書 2部提出 )

6 汚物管

(1)次 の汚物管を高圧洗浄する。

汚物管内の洗浄水は陸揚げ廃水処理する。

小便管の Sト ラップ 3個及び洋式便器 2個 の取外 し復旧は付帯 とする。

大便器排出管               100A× 6.8m



125A× 4.l rn

小便器排 出管                 65A× 4.Om

(2)三 方切 替弁 (125A)を 取外 し、解 放 、清掃 、点検 、招 合せ 、 フラ ンジパ ッキ ン

(ネ オプレーン3t)取 替え、復旧する。

7 排水管

次の部屋に配置 されている排水系統において高圧洗浄を実施する。

配管用高圧洗浄 ノズルを lm以 上挿入 し、配管の詰ま り等の除去を行 こととし、配管形

状により高圧 ノズルを挿入することができない場合は、乗組員の指示する方法により高圧

洗浄を実施する。

(1)食器室

(2)調 理室

(3)浴 室

(4)洗 面所

(5)洗 濯室

(6)便 所

(7)通 路

(8)後 部甲板固縛用サンクンリングプ レー ト

【付帯】

・ディスポーザーの取外 し、復 旧

。高圧洗浄車及び高圧洗浄機の手配

・防汚措置

8 海水管薬品洗浄
次の海水管の配管において薬品洗浄を行 う。

(1)第 1系 統空調装置

(2)第 2系統空調装置

(3)第 4系 統空調装置

(4)第 5系 統空調装置

(5)糧 食冷凍装置

(6)油 圧ポンプ冷却海水系統

【材料】

・洗浄剤 75Kg
。中和剤 40Kg
・循環設備 (使用料 )

。消耗品 1式



9 検査・計測記録等
本仕様に基づ く船体部の次の検査・計測記録等は、取 りまとめの うえ 2部製本 し、本

部及び本船に各 1部提出する。

1(3) 盤木位置図

3(5)  塗料報告書
4     船底保護陽極計測記録表
5(4)  水質検査合格証明書

10 効力試験

有害水バラス ト排出防止設備等にかかる第二種中間検査を受検する。

11 主錨 。錨鎖
<要 目>

錨    1020kg× 2個

錨鎖  30φ ×14連 (短鎖 2連付 )

(1)主 錨及び錨鎖 を渠底 に繰 り出 し、配列、真水洗浄、錆落 とし、乗員 の指示 に よ り錨

鎖の振替、シャ ックル復 旧及び節マー ク (半節 マー クを含む。)の 表示 を行 い、錨及

び錨鎖 を収納す る。

(2)左 舷 6節 目の錨鎖 1節 を本船支給 の錨鎖 1節 と交換す る。

(3)右 舷 主錨 1個 を本船支給の主錨 1個 と交換す る。



第 章 機関部

1 右舷 主機  Ml(計 画保全 )
<要 目>

型式  製造所     出力 ×回転数  シリンタ
゛
数 ×シリンタ

゛
径 ×工程

MH23 赤阪鐵 工所   650ps× 420rpm 6 Cyl× 230mm× 390mm

右舷主機 関について次 の整備 を行 い、別紙 1の 交換部品 (本船支給 )を 取替 える。

(1)シ リンダカバ

ア 排気弁

(ア )開 放 、清掃 、手入れ 、組立調整及び復 旧す る。

(イ )排気弁 を招合せ る。

(ウ )排 気弁箱～ シ リンダカバ を招合せ る。

(工 )シ リンダカバボンネ ッ ト及び動弁装置の脱着は付帯 とす る。

(オ )タ ペ ッ トク リアランスを調整す る。

(力 )次 の計測 を行 い、記録表 2部 (本船 1部 、本庁 1部 )を 提 出す る。

A 排気弁及びガイ ド間隙

B 排気弁 シー ト部厚み及び シー ト部 内径

2 左舷主機 M2(計 画保全 )
左舷主機関について次の整備を行い、別紙 2の 交換部品 (本船支給 )を 取替える。

(1)シ リンダカバ

ア 排気弁

(ア )開 放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する。

(イ )排気弁を招合せる。

(ウ )排気弁箱～シ リンダカバを招合せる。

(工 )シ リンダカバボンネ ット及び動弁装置の脱着は付帯 とす る。

(オ )タ ペ ッ トクリアランスを調整する。

(力 )次 の計測を行い、記録表 2部 (本船 1部 、本庁 1部 )を 提出す る。

A 排気弁及びガイ ド間隙
B 排気弁シー ト部厚み及びシー ト部内径

(2)過 給機
ア 過給機 (メ ーカー整備 )

(ア )開 放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。

(イ )パ ッキン類、 Oリ ング及び回 り止めを取 り替える。

(ウ )水衣部を薬品洗浄する。

(工 )玉軸受を取 り替える。

(オ )保護亜鉛を取 り替える。

(力 )次 の試験計測を行 うこと。



A 圧 力試験  0.39MPa

B 染色探傷試験 (過 給機 ロー タ )
C 染色探傷試験 (過 給機 ノズル・ デ ィフューザ )
D 計測 (過 給機回転部 間隙及びケーシング肉厚 )

3 1号 発電機用原動機 (中検準備 )
<要 目>

製造所 型式  出力 ×回転速度    シリンダ数 ×径 ×行程

ヤンマー    6CHL‐ HTN1 92kW(125PS)× 1,800min‐ 16× 105mm× 125mm

l号発電機原動機について、次の整備を行 う。

また、別紙 3の 交換部品 (本 船支給)を取替える。

(1)シ リンダカバ

ア シリンダカバ                          1個

解放、清掃 (水 衣部薬品洗浄含む。)、 点検、各弁装着面招合せ、組立調整、復旧

イ 吸気弁                            12個

解放、清掃、点検、招合せ (機械加工を含む。)、 組立調整、復旧

ウ 排気弁                            12個

解放、清掃、点検、招合せ (機械加工を含む。)、 組立調整、復旧

工 燃料噴射弁                          6個

解放、清掃、点検、組立調整、復旧

噴射圧力調整 (21.56MPa)及び噴霧テス ト

オ 指圧器弁                           6個

解放、清掃、点検、招合せ、組立調整、復旧

力 動弁装置                           6個
タペ ッ トクリアランス調整 (吸 気弁 0.30mm排気弁 0.35mm)

(2)ピ ス トン及び連接棒
ア ピス トン       2個

抜出し、清掃、点検、復旧

ピス トンピン及び同軸受解放、清掃、点検、組立調整、復旧

イ 連接棒    2個

解放、清掃、点検、組立調整、復旧

ウ クランクピン軸受   2個

解放、清掃、点検、組立調整、復旧

(3)ク ランク軸
ア クランク軸     1本

デフレクション計測

イ 締付ボル ト点検



(4)燃 料噴射 ポ ンプ

(一 体型燃料噴射 ポンプ (ガ バナ付 ))(メ ーカー整備 )

ア 開放、清掃 、手入れ 、受検 、組 立調整及び復 旧す る。

イ 噴射時期及び燃料噴射量の調整 を行 う。

(5)熱 交換器
ア 空気冷却器 (3.3m2)

(ア )開放 、清掃 、手入れ、受検 、組立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類、 Oリ ング及び回 り止 めを取替 える。

(ウ )海水流路 を清掃 す る。

(工 )外 部 を薬品洗浄す る。

(オ )保護 亜鉛 を取替 える。

イ 潤滑油冷却器 (0.7m2)

(ア )開 放 、清掃 、手入れ 、受検 、組立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類 、 Oリ ング及び回 り止 めを取替 える。

(ウ )海 水流路 を 清掃 す る。

(工 )外部 を薬 品洗浄す る。

(オ )保護 亜鉛 を取替 える。

(力 )附 属温調弁の取外 、清掃 、点検及び復 旧す る。

ウ 清水冷却器 (0.8m2)

(ア )開 放、清掃 、手入れ、受検 、組立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類 、 Oリ ング及び回 り上 めを取替 える。

(ウ )海水流路 を薬 品洗浄す る。

(工 )外 部 を薬品洗浄す る。

(オ )保護 亜鉛 を取替 える。

(力 )附 属温調弁の取外、清掃 、点検及び復 旧す る。

(6)ク ランク室及び架構

内部清掃 、点検

(7)諸 管

次の諸管 について取外 し、清掃 、点検 、管取付面招合せ 、組 立調整 、復 旧す る。

防熱覆 い取外 し、復 旧は付帯 とす る。

ア 吸気管、排気管

イ 排気管伸縮継手

ウ 燃 料油管、潤滑油管
工 冷却水管

(8)試 験計測

次の試験、計測 を行 う。 (整備記録表 2部提 出 )

ア 圧力試験

(ア )シ リンダカバ        1個 .  0.686MPa



(イ )空気冷却器         1個    0.392MPa
(ウ )潤 滑油冷却器        1個    水側 0.392MPa 油側 0.588MPa

(工 )清水冷却器         1個    海水側 0.39MPa清 水側 0.39MPa

(オ )架構 (ラ イナ装着状態)  1個    0.686MPa
イ 探傷検査 (磁気探傷 )

(ア )ピ ス トンピン       6個

(イ )連接棒          6個
(ウ )ク ランクピンボル ト    12個

ウ 探傷検査 (染 色探傷 )

(ア )シ リンダカバ        1個

(イ )ピ ス トン          2個

(ウ )ク ランク軸        1本

(工 )排気管伸縮継手      1個
工 計測

(ア )シ リンダカバ排気ガス通路部摩耗確認 (肉 厚計測 )

(イ )吸排気弁及びガイ ド間隙

(ウ )吸排気弁シー ト部厚み及びシー ト部内径

(工 )動弁装置軸受間隙

(オ )ピ ス トン外径及び リング溝

(力 )ピ ス トンリング (幅 、厚 さ及び突合せ間隙 )

(キ )ピ ス トンピン外径及び硬度

(ク )ピ ス トンピン軸受内径及び ピス トンピンホール内径

(ケ )ピ ス トン頂部間隙

(コ )ク ランクピン外径及び軸受間隙

(サ )連接棒 ピス トンピンメタル内径、クランクピンメタル内径内径

(シ )シ リンダライナ内径

(ス )ク ランクアームのデフレクション (解放前、復旧後及び試運転後温態時 )

(9)過給機

過給機 (ギ ャレットターボ T04B)     1個

ア 開放、清掃、点検、手入れ、受検、組立調整及び復 旧する。

イ パ ッキン類、 Oリ ング及び回 り止めを取替える。

ウ 次の試験及び計測を行 う。

(ア )圧力試験 0.39MPa

(イ )染色探傷試験

A 過給機 ロータ

B ノズル及びデ ィフューザ
C ブロワインペラ   1個

D ター ビンブレー ド  1個



(ウ )計測

A 過給機回転部間隙及びケーシング肉厚

(10)そ の他
ア 原動機据付け用防振 ゴム計測
イ 重量物の陸揚げ、保管及び積込みを行 う。

(ア )重 量物搬出ハ ッチの脱着及び同パ ッキンの取替えを含む。

(イ )特記なき重量物の陸揚げ積込みを含む。

ウ 試運転立会い

(ア )組立、調整、復旧及び乗員が操縦する試運転に立会 う。 (使用負荷は船内

負荷 とする。)

(イ )そ の他、調速機試験及び安全装置作動試験に立会 う。

工 防音ボックスの脱着

取外 し、陸揚げ、パ ッキン (ド アパ ッキンを除 く)を 取替え復旧する。

4 プ ロペ ラ・ プ ロペ ラ軸
<要 目>

製造所         型式      直径      プ ロペ ラ軸   給油軸

ナカシマプ ロペ ラ   XS‐ 45型    1600mml   153 φ×10.92m155φ ×1.2m

材質  中間軸     スラス ト車由  翼数

ALBC3 140 φ×0.9621n φ 150× 1.2m  3枚

なお、清掃用足場 の設置及び撤去 は、船体部仕様 に含む。

(1)両 舷 プ ロペ ラ

ア プ ロペ ラ (3翼 )

(ア )清掃及びバ フ仕上げを行 う。

イ プ ロペ ラ軸

清掃す る。

5 受検記録

本仕様に基づ く機関部の検査・計測記録等は、取 りまとめの うえ 2部 製本 し、本部及

び本船に各 1部提出する。



右舷主機関交換部品表 別紙 1

番  号 品    目 規  格 単 位 数  量

1 ノズルナ ッ ト用ガスケ ッ ト 001143195000 個 6

2 ユニオン用ガスケ ッ ト 001146523000 個 6

3 ノズルチップ 104143202000 イ固 6

4 排気弁棒案内0リ ング(内 ) 760024020006 個 6

5 排気弁棒案内0リ ング(外 ) 761031035006 個 12

6 吸排気弁座用パ ッキン 104144103000 個 6

7 冷却水0リ ング 101144101000 個 6

8 ボールベアリング NN468900 個 1

9 ボールベアリング NN460390 個 1

10 マワリドメ受け座金 NN209908 個 2

11 排気管ターボ入 ロパッキン 001576106000 個 2

12 過給機ガス出ロガスケット 001085152000 個 1

13 エアーアウトレット・ケーシングパッキン 001154209000 個 1



左舷主機関交換部品表 男ll紙 2

番  号 ロロ 目 規 格 単 位 数  量

1 ノズルナ ッ ト用ガスケ ッ ト 001143195000 個 6

2 ユニオン用ガスケ ッ ト 001146523000 個 6

3 ノズルチップ 104143202000 個 6

4 排気弁棒案内0リ ング (内 ) 760024020006 個 6

5 排気弁棒案内0リ ング(外 ) 761031035006 個 12

6 吸排気弁座用パッキン 104144103000 イ固 6

7 冷却水 0リ ング 101144101000 個 6

8 ボールベアリング NN468900 個 1

9 ボールベアリング NN460390 個 1

10 マワリドメ受け座金 NN209908 個 2

11 排気管ターボ入 ロパ ッキン 個 2

12 過給機ガス出ロガスケット 001085152000 個 1

13 エアーアウトレット・ケーシングパッキン 001154209000 個 1

001576106000



1号発電機交換部品表 別紙 3

番  号 品    目 規  格 単 位 数  量 備  考

1 ハ
°
ツキン(マル 8Xl.0 23414-080000 個 10

2 ハ
°
ツキン(マル 25Xl.0 23414-250000 個 20

3 ハ
°
ツキン(タンクA イ固 2

4 ハ・ッキン (ホ
゛
ウショクアエン 123210-09310 イ固 30

5 0リンク
゛
(lAG35.0) 24321-000350 イ固 10

6 ハ・ツキン (ハ
°
ツキンターヒ
゛
ンOUT 128624-39790 イ固 1

7 へ
゛
アリンク
゛
(ホ
―゙ル 6203U 24102-062034 個 1

8 べアリンク
゛
(ホ
―゙ル 6204U 24102-062044 個 1

9 0リンク
゛
(lAG60.0 24321-000600 個 10

10 0リンク
゛
(lAG55,0 24321-000550 個 10

11 力
゛
スケツト X0265121540 個 3

12 力
゛
スケツト(ヘツト

゛
 T=1.5

127610-01352:又 は
127616-01333

個 2

13 ハ
°
ツキン(ソクフタ 127675-01410 個 2

14 ハ
°
ツキン(フタA 127675-01790 イ固 2

15
^" 

y+, (/ rB 127675-01800 個 1

16 0リンク
゛
(A 127610-01841 個 2

17 0リンク
゛
(B 127610-01851 イ固 1

18 0リンク
゛
(lAP24.0 24311-000240 個 10

19 0リンク
゛
(lAP32.0 24311-000320 イ固 10

20 ハ
°
イフ
°
 (フ
ヾ
リーサ 122780-03260 イ固 1

21 ハ
°
ツキン(コハ
゛
ン 31Xl.0 23425-310100 個 1

22 ハ
°
ツキン(キ
゛
ヤケース 127610-01511 個 1

23 ハ
°
ツキン(キ
゛
ヤケースフタ 127610-01530 個 1

24 シール(オイ,レ  SD55X78X12R 123672-01900 個 1

25 ハ
°
ツキン(へ
゛
アリンク
゛
ケース 127675-01890 イ固 1

26 ハ
°
ツキン(カイテンケイトリツケ 127620-09360 個 1

27 ハ
°
ツキン(ネンリヨウホ

°
ンフ
°

123482-51030 イ固 1

28 ハ
°
ツキン(フライホイールハウシ

゛
ンク
゛

127675-01681 個 1

127620-18170



1号発電機交換部品表 別紙 3

番  号 品    目 規  格 単 位 数  量 備  考

29 シール(SD105X135X14L 123672-01782 イ固 1

30 0リンク
゛
(lAG145.0 24321-001450 個 10

31 力
゛
スケツト(オイルハ

°
ン 127675-01730 イ固 1

32 シール(ハ
゛
ルフ
゛
ステム 127610-11280 個 12

33 夕
゛
ンネツサ
゛
イ (ノス
｀`
ル 127610-11851 イ固 6

34 ハ
°
ツキン(ノス
゛
ル 127610-11860 個 6

35 i-tv (FolYit^' , 127610-11960 個 6

36 /7" 
'r, 

cMP (lyt) filyyr,'" v 127653-53000 個 6

37 力
゛
スケツト(オサエ 144626-53200 イ固 6

38 力
゛
スケツト(ホ
゛
ンネツト 127610-11340 個 2

39 ハ
°
ツキン(キユウキカン 127420-12161 イ固

40 力
゛
スケツト (ヘット

゛
テ
゛
ク
゛
チ 127610-13201 個 6

41 ハ
°
ツキン(ソクフタ 127610-13222 個 2

42 リンク
゛
 SET (ヒ

°
ストン 127610-22501 個 6

43 ホ
゛
,レト(コネクテインクロ゙ツト

｀`
127620-23700 個 12

44 ツツ
゛
リセン(1.0 22451-100000 個 6

45 0リンク
゛
(lAG105.0 24321-001050 個 20

46 力
゛
スケツト X1543507700 個 1

47 カ スケツト X0265182240 イ固 1

48 べアリンク
゛

X0298010030 イ固 1

49 力
゛
スケツト (ハ
°
ツキンエアヌキフ

°
ラク
゛ X0265061040又 は

142613-51710
個 2

50 0リンク
゛

X0296352020 イ固 1

51 力
゛
スケツト X0265121540 イ固 3

52 0リンク
゛

X0296318020 イ固 2

53 シール (オイル X1396110000 イ固 1

54 0リンク
゛

X0296310030 イ固 1

55 0リンク
゛

X0296325070 個 1

56 力
゛
スケツト X1543900300 個 1

6



1号発電機交換部品表 別紙 3

番  号 品    目 規  格 単 位 数  量 備  考

57 力
゛
スケツト (ターヒ

゛
ン X4916619201 イ固 l

58 力
゛
スケツト(ターヒ

゛
ン 123688-18201 個 1

59 リング (シール 113200-22120 個 2

60 オーハ ホールKIT 946706-90000 個 1

61 べアリンク
゛
 (スラスト 940763-40000 個 1

62 カラー (スラスト 948028-80004 個 1

63 フイルター (フ
°
レ ハハ
｀`
90 940467-10400 個 1

64 ホ
゛
ウシヨクアエン(ネシ

゛
20X37 27210-200370 個 21

65 ホース(コ
゛
ム  D59X50XL60 127620-18130 個 2

66 ハ
°
ツキン 127620-18181 個 2

67 0リンク X0296331010 個 1

68 フ
°
ランシ
゛
ヤ CMP(ネンリヨウ 127620-51100 個 6

69 ハ
゛
ルフ
゛
 CMP(テ
゛
リベリ 127653-51300 個 6

70 スフ
°
リンク
゛
 (テ
゛
リベリハ
｀`
ルフ
゛

127653-51310 個 6

71 力
゛
スケツト(16X8XO.5 CU X1311151200 個 6

72 0リンク
゛
(23X19X2 X0296320070 イ固 6

73 べアリンク
゛

X0166302030 個 1

74 力
゛
スケツト X0265050940 個 1

75 オイルシール(D30/20 T=6 X0296220190 個 1

76 0リンク
ヾ

X0296350050 イ固 1

77 力
゛
スケツト X0293410020 個 1

78 力
゛
スケツト (が スケット (ホ

°
ンプ )

X0265101340ヌリま
126660-51830

個 2

79 ハ
°
ツキン(スフ
°
リンク
゛
オサエ 121820-52050 個 1

80 0リンク
゛

121820-52260 個 1

81 ハ
°
ツキン(マル 8Xl.0 23414-080000 個 20

82 ハ
°
ツキン(マル 14Xl.0 23414-140018 個 10

83 エレメントCMP (ネンリョウ  8ミクロン 41650-502340 個 1

84 0リンク
゛
(110 41650-551980 個 1



1号発電機交換部品表 別紙 3

番  号 品    目 規  格 単 位 数  量 備  考

85 エレメント(FOユスイフ
゛
ンリキ 120324-55760 個 1

86 力
゛
スケツト (カハ―゙ 123325-35140 個 1

87 シート(スフ
°
リンク
゛
 D30/16 123678-55860 個 1

88 力
゛
スケツト(フイルタ 127675-35050 個 1

89 0リンク
゛
(lAP90.0 24311-000900 イ固 10

90 0リンク
゛
(lAG35.0 24321-000350 個 10

91 エレメント(シ
゛
ユンカツユコシキ 123672-35151 個 2

92 力
゛
スケツト(フイルタ 127675-35120 個 2

93 0リンク
゛
(lAG30.0 24321-000300 個 10

94 0リンク
゛
(lAG55.0 24321-000550 個 10

95 力
゛
スケツト(シリンタ

゛
127675-39040 個 1

96 ハ
°
ツキン (ハ
°
イフ
°
 ターヒ
゛
ンIN 123688-39721 個 1

97 ハ
°
ツキン 123688-39830 個 1

98 0リンク
°
(lAP20.0 24311-000200 イ固 10

99 シール (メカニカル 123472-42060 個 1

100 ハ
°
ツキン 123472-42110 個 1

101 オイルシール(TC203508 24423-203508 個 1

102 インヘ
°
ラ (カイスイホ

°
ンフ 127610-42270 個 1

103 トメワC(アナ 47 22252-000470 個 20

104 べアリンク
゛
(ホ
―゙ル 6204 24101-062044 個 2

105 0リンク
゛
(lAG40.0 24321-000400 個 10

106 0リンク
゛
(lAG60.0 24321-000600 個 10

107 0リンク
゛
(lAG70.0 24321-000700 イ固 10

108 ハ
°
ツキン(レイキヤクスイホ

°
ンフ
°

127610-42190 個 1

109 へ
゛
アリンク
゛
(ホ
―゙ル 6303 24101-063034 個 1

110 シール (メカニカル 124250-42350 個 1

111 ハ
°
ツキン(ホ
°
ンフ
°
フタA 127675-43110 イ固 1

112 ハ
°
ツキン(ホ
°
ンフ
°
フタB 127675-43120 個 1



1号発電機交換部品表 別紙 3

番  号 品    目 規  格 単 位 数  量 備  考

113 シヤフト(セイスイホ
°
ンフ
°

127610-43300 個 1

114 フエサ―゙キー(5X14 22512-050140 個 1

115 ホ
゛
ウシヨクアエン(ネシ

゛
20X37 27210-200370 個 4

116 カ スケツト(セイスイク~フ 127675-44120 個 1

117 力
゛
スケツト(セイスイクーラ 127675-44130 個 1

118 ハ
°
ツキン(フイラ 120445-44611 個 1

119 0リンク
゛
(lAPl15.0 24311-001150 個 10

120 ハ
°
ツキン (レイキャクスイ 126440-49180 個 3

121 ハ
°
ツキン(セイスイクーラカ

゛
ワ 127620-49261 個 1

122 ハ
°
ツキン(インタークーラ 127620-49271 個 1

123 ツキ
゛
テ(コ
ヾ
ムA 127620-49650 個 3

124 ツキ
゛
テ(コ
゛
ムB 127450-49660 個 1

125 ツキ
゛
テ(コ
゛
ムC 127620-49670 個 1

126 ハ
°
ツキン(コハ
｀`
ン 44Xl.5 23421-440000 個 2

127 ハ
°
ツキン (レンラクカン 43400-501760 個 1

128 ツキ
゛
テ(コ
゛
ムF 127620-49710 個 1

129 ツキ
゛
テ(コ
゛
ムG 127620-49720 個 1

130 ツギテ(デム)H 127620-49730 個 2

131 ハ
°
ツキン (マル  17× 0.25 145610-49970 個 2

132 ハ
°
ツキン (マル 17× 0.50 145610-49980 個 4

133 パッキン (ホ
゛
ウショクアエン 123210-09310 個 50

134 パ ッキン (マル 25.05 23414-250000 個 50

135 F(Dエ レメン トCOMP 8ミ クロン 41650-502340 個 6

136 エレメン ト (ゾ ュンカツユコシキ 123672-35151 個 20

137 イノヘ
°
ラ (カイスイホ

°
ンフ 127610-42270 イ固 2

138 ″ヽ́ミル ト (ローエッシ
｀`
A40) 25132-004000 イ固 2

139 パ ッキン 137600-39250 個 12



仕 様 書 その 3

(測量船海洋 定期修理 )



第一章 船体部

1 船 体入 出渠及 び離接 岸

(1)主 要 目

総 トン数    608t

全長     60. 001n

幅    10.50m

深 さ     5.OOm

(2)滞 架 日数

本修理 にかか る滞架 日数 は、 12日 とす る。

なお、滞架 日数 について変更 を要す る場合は海上保安庁船舶課 に速報す ること。

(3)要 領等
ア 入 出渠 は、次の事項等 に十分配慮 し安全確実に行 う。

(ア )入渠要領 図及び前回入渠時の盤木位置図を参照す る。

(イ )入 出渠に伴 う トリム等の調整 は、船体局部 に過大な荷重が加 わ ることのない よ

う慎重 に行 うもの とし、入渠後の清海水の排水及び トリム等 の調整用清海水の注

水 を行 う。

なお、入渠前の タンクコンデ ィシ ョン調整 は乗員が行 うもの とす る。

(ウ )前 回入渠時の盤 木位置図、 ログ、音測等の船底付機器類、シーチ ェス トの配置

等 を潜水夫等 によ り調査及び確認す る。

イ 離接岸 は、十分 な曳船 を使用 し安全確実 に行 う。

ウ 盤木位置図を 2部 (本庁船舶課及び本船 に各 1部。以下同 じ。)提 出す る。

2 居住 区等の防汚処置

修理仕様 に指示す るほか、次の防汚処置 を本修理 開始前 に施 工 し、本修理完了後、同

処置 を撤去の うえ掃 き掃除 を行 う。

(1)各 室床
ビニール シー トでカバーす る。 (各 出入 口踏板部 を含む。)

操舵室              20ピ

通信室               loポ

観測室               50ポ

観測準備室             25ポ

公室                40〆

食器室               8ピ

談話室                9ポ

機 関制御室            30ぽ

(2)各 通路床
ビニール シー トでカバーす る。 (暴露部の通路 を除 き、各 出入 口踏板部 を含 む。)



航海船橋甲板廊室          1ポ

船首楼 甲板通路          12ポ
上甲板通路            20ピ

下甲板通路             20ポ

(3)各 階段
ステ ップ部は合板及び ビニールシー トで、ケコミ板、手招部等はビニールシー トで

カバーする。 (暴露部の階段を除 く。)

船橋甲板～船首楼甲板        1箇 所  3ぽ

船首楼 甲板～上甲板          1箇 所  2ぽ
上甲板～下甲板            1箇 所  2ピ

(4)各 室椅子、ソファ、テーブル

ビニールシー トでカバーする。

通信室椅子             2個

観測室椅子             6個
公室椅子             34脚

機関制御室椅子           3脚

通信室 ソファ            1脚

観測室 ソファ            3脚

公室 ソファ             1脚

観測室テーブル            1個

公室テーブル             6個

3 船底外板

船底外板 (舵 、シャフ トブラケッ ト、ビルジキール等の付加物並びにシーチェス ト及

びバ ウスラスタ蓋、 トンネル内を含む。)に ついて、次の清掃等を行 う。

整備に必要な足場の架設、撤去は付帯 とし、整備により生 じたかき殻類は適法に処理

する。

(1)清掃、清水洗い

塗分線下外板                         820ピ

(2)塗 膜不良部手入れ                         82ピ

デ ィスクサンダーによる。

(3)塗 装
プライマー エポキシ樹脂系     タッチア ップ 1回       90ポ

A/C   エポキシ樹脂系     タッチア ップ 2回       90ぽ

A/F   加水分解型       総塗装   2回      820ぽ

(4)表 示

喫水マークの表示          2回  一式



(5)そ の他
ア シーチ ェス ト付格子 は取外 し、手入れ、塗装後復 旧す る。

イ 塗装は塗料 メーカーが定める塗装要領等 に従い施 工 し、 A/Fの 膜厚 は 1年仕様

とす る。

ウ 使用 した A/C及 び A/F塗 料の製造所 、製品名、使用量 を明記 した報告書 を 2

部提 出す る。

(6)防 汚処置等

ア 清掃及び塗装 中にお ける音響測深機 、電磁 ログ、音波 ログ、船底 ドー ム送受波部

並び にプ ロペ ラ翼及び同軸の防汚処置は十分 に行 う。

イ 排水管の木栓 による閉鎖等 、排水 による外板の水漏れ防止 を行 う。

4 船底保護亜鉛及 び保護 アル ミ

次の船底保護 陽極 (保護 亜鉛又は保護 アル ミ)に ついて、 目視確認 し、結果 を監督職

員に速報す る。

船尾管のガ ッ ト、ガー ドプ レー ト等の取外 し、復 旧は付帯 とす る。

取付場所         規格         個数

(1)バ ウスラスタ トンネル  30.0× 150× 30  4個

(2)ビ ル ジキール      300× 150× 30 16個

(3)舵 板本体        300× 150× 30  8個

(4)船 尾部外板       300× 150× 30  2個

(5)シ ャフ トブ ラケ ッ ト  300× 150× 30  4個

(6)船 尾管及び整流板    200× 100× 30  4個

(7)フ ラ ップ舵       200× 100× 30  6個

(8)シ ーチ ェス ト     200× 100× 30  3個

(9)張 出軸受   ※前部   100× 100× 30  8個

※後部    90×  40× 20  8個

5 清水タンク

(1)次 のタンクのマンホールを開放 し、清水洗浄、ローズボックスの解放清掃、乗員に

よる点検、マンホールパ ッキン (ネ オプレーン 5t)取 替え、復旧する。

タンク内の酸素検知、照明装置及び足場の架設、撤去は付帯 とする。

第 1清水タンク         33.18m3 (マ ンホール 2個 )

第 2清水タンク         33.18m3 (マ ンホール 2個 )

第 1雑用清水タンク       17.83m3 (マ ンホール 1個 )

第 2雑用清水タンク       17.83m3 (マ ンホール 1個 )

(2)次 のタンク (置 タンク)の マンホールを開放 し、清掃、乗員による点検、マンホー

ルパ ッキン (ネ オプ レーン 5t)取 替え、復旧する。

清水圧カタンク 〔置〕       0.50m3 (マ ンホー 1個 )



(3)各 測深管、張込管及び吸引管の下端部並び に同下船底外板 の点検 を行 う。

(4)各 清水 タンクに清水 を補給 し、 24時 間経過後 、水質検査 を実施す る。(合 格証 明書

2部提 出 )

6 汚物管等

(1)次 の汚物管を高圧洗浄する。

汚物管内の洗浄水は陸揚げ廃水処理する。

小便管の Sト ラップ 3個 及び洋式便器 3個 の取外 し復旧は付帯 とす る。

第 1便所～第 2便所             100A× 2.5m

第 2便所内小便管              80A× 3.Om

大便管                  100A× 3.Om

第 2便所～三方切替弁           125A× 1.8m

三方切替弁～船外              125A× 3.Om

三方切替弁～汚物処理装置         125A× 5.Om

(2)三 方切替弁 (125A)を 取外 し、解放、清掃、点検、櫂合せ、フランジパ ッキン

(ネ オプレーン 3t)取 替え、復 旧する。

(3)次 の汚物管付波止弁を取外 し、解放、清掃、点検、招合せ、受検、フランジパ ッキ
ン (ネ オプ レーン 3t)取 替え、復 旧する。

汚物処理装置船外排出用  (弁符号 S-5)      50A× 1個

第 1,第 2便所船外排出用 (弁符号 S-6)     125A× 1個

7 排水管

次の排水管 について高圧洗浄 を実施す る。

高圧洗浄 については各 スカ ッパー に洗浄 ノズル を lm以 上挿入 し、配管の詰 ま り等 の

除去 を行 うこととし、配管形状 によ り高圧 ノズル を挿入す ることができない場合は、乗組

員 の指示す る方法 によ り高圧洗浄 を実施す ること。

(1)食 器室

(2)調 理室

(3)第 1及び第 2便所  (第 1便所 2箇所 、第 2便所 5箇 所 )

(4)洗 面所

(5)洗 濯室

(6)シ ャワー室

(7)観 測準備室

(8)上 甲板及 び後部 甲板係船 リング付近

なお、デ ィスポーザー 1台 の取外 し復 旧は本章 14項 に含む。
洗面器 6台 については取外 しを行 わない。

【付帯】

・ 高圧洗浄車及び高圧洗浄機 の手配



。防汚措置

8 海水管
次の海水管において専門業者により薬品洗浄を行 う。

(1)機 関室か ら上甲板を経由し第 1空調室内及び第 4空調装置に至る海水管
(2)船 首楼甲板を経由し、電気機器室内第 5空調装置に至る海水管
(3)居 住区を経由しバ ウスラスタ室糧食冷凍機冷凍装置に至る海水管

【材料】

。洗浄剤             50Kg
。中和剤              25Kg
・循環設備 (使用料)       1式

9 空調装置

空調装置の 1号 、 2号冷温水循環 ポンプ (浪速ポ ンプ製作所  CRB-503W2
2 22m3/h× 15m)に ついて解放 し、清掃 、点検、組立調整 、復 旧す る。
<交換部品 (本船支給 ) ※個数 は 2台分 >

・イ ンペ ラー     規格 :003 個数 :2
・ ボールベア リング 規格 :201 個数 :4
・ フ リンガー     規格 :170 個数 :2

・ Oリ ング     規格 :050 個数 :2

・ グラン ド     規格 :504 個数 :2
・ グラン ドパ ッキン 規格 :501 個数 :2

10 ミランダ式ボー トダビッ ト

本船乗組員が指示するランチングス トロープ 1組 (2本 )に おいて次の整備 を行 う。

【製造者】

テクノアルファ株式会社 マ リン・環境機器グループ

東京都品川区西五反田 2-27-4

TEL03-3492-7679

(1)分解の うえ、フック、シャックル、スイベル、エン ドリングをバフ磨きし、非破壊

検査 (X線 検査)を 行 う。

(2)ワ イヤー ロープ (SUS20φ  両端ロック加工 )、 フックスプ リング、フック用

カバーを取替えの うえ復旧し、引張試験を行 う。

(3)非破壊検査記録及び引張試験成績書を 2部提出する。

(4)本 整備にかかる測量艇のクレーンによる陸揚げ及び揚収は付帯 とする。



11 揚錨機

(1)揚 錨機
ア ギヤオイルを取替える。

イ ブ レーキを解放、清掃、点検、ブレーキライニング (6t 80× 970× 4枚 )

を取替え、組立調整、復 旧す る。

(2)後 部 ロープ リール

ブレーキを解放、清掃、点検、ブ レーキライニング (6t 80× 1000× 4枚 )

を取替え、組立調整、復旧す る。

12 主錨・錨鎖
主錨及び錨鎖を渠底に繰出し、配列、清水洗浄を行い復旧する。

13 ガーベージタンク

ガーベージタンクについて、マンホールを開放 し、内部清掃及びマンホールパ ッキン

を交換の うえ復 旧する。

14 ディスポーザー

調理室に設置 されているディスポーザー (三星厨機製 MD-1.5型 )1台 について、

本船支給品と取 り替える。

なお、排水管及び清水管及び取付資材については現装品を使用 とす るが、交換が必要

な場合は調査の うえ装備技術部船舶課へ速報すること。

作動確認及び撤去 したディスポーザーの適法処分 (重量物の陸揚げ作業を含む)は付

帯 とす る。

15 第 3乗員室

第 3乗 員室 について下記の内張等の取外 し。コー ミング部 (1.26ピ )に ついて清掃

及び腐食箇所 の手入れ を実施 し、ダク ト部の漏洩調査 を実施す る。

調査結果 につ いて、本船監督職員及び装備技術部船舶課へ速報 し指示 を受 けるこ と。

なお、調査後の内張等の復 旧は付帯 とす る。

<内 張等取外 し復 旧箇所 >
。ワー ドローブ   520× 910× 1920  1台
・収納付 きベ ッ ド 840× 2040× 820  1台
。ブ ックラ ック   260× 500× 270   1台
・舷窓枠      250× 570× 630   1台
・天丼板 (CSB) 10× 520× 1500  2枚
・壁板 (CSB)  10× 900× 2000  3枚
・天丼面 (木 )    12×  25× 2040 1本



・ 天丼 面 (本 )

。天丼 面 (木 )

。天 丼 面 (ア ル ミ )

。天丼 面 (ア ル ミ)

。壁 面 (ア ル ミ )

。壁 面 (ア ル ミ)

・ カー ァ ン レール

・ カーーテ ン レール

・ 点検 口

。点検 口

・ 巾木

・ シ リコン

1
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3
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16 有害水バラス ト排出防止設備等受検
有害水バラス ト排出防止設備等にかかる第 2種 中間検査を受検する。

17 検査・計測記録等

本仕様に基づ く船体部の次の検査・計測記録等は、取 りまとめの うえ 2部製本 し、本

部及び本船に各 1部提出する。

(1)盤木位置図

(2)塗料報告書

(3)水 質検査合格証明書



第 章 機関部

1 右舷主機関 M5【 計画保全】
<要 目>

型  式 :6DLM-24S

製造所 :ダ イハツディーゼル

出力 ×回転速度 1809kW(1100PS)× 720min-1

シリンダ数 ×径 ×行程 :6× 240mm× 320mm

次のとお り開放、整備、本船支給する別紙 1記載部品を取替え、組立、復旧す るこ

と。

試験及び計測については、記録表を 2部 (本庁 1部 、本船 1部 )提 出すること。

(1)シ リンダカバ

ア 開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。        6個
イ パ ッキン類、 Oリ ング及び回 り止めを取替える。

ウ 吸気弁を招合せ る (機械加工を含む )。            12個
工 始動弁を櫂合せる。                    6個
オ 指圧器を招合せる。                    6個
力 排気弁箱～シ リンダカバを清掃する。           12個
キ 水衣部を薬品洗浄する (排気弁箱を含む )。          12個
ク 動弁腕装置開放、清掃、手入、復旧する。          6個
※弁押 さえティー内面 (弁押 さえガイ ドとの招動面)の 摩耗を確認する。

ケ 圧力試験 (0.4MPa)を 実施する。

(2)排 気弁
ア 排気弁を清掃する。                    12個

イ 排気弁箱の圧力試験 (0.2MPa)を 実施する。

ウ 排気弁及び弁ばねの染色探傷試験を行 う。
工 次の計測を行 う。

(ア )排気弁シー ト部厚み及びシー ト部内径          「

(イ )動弁装置調整ネジ全長

(ウ )プ ッシュロッド上端部頂面から底部までの最大深 さ

(工 )弁棒とブッシュの間隙

(3)燃 料噴射弁                         6個
ア 取外 し、分解、清掃、点検及び復旧すること。
イ スプ リング及びノズルチ ップの点検を行 うこと。
ウ 噴射圧力試験及び噴霧テス トを行 うこと。 (30MPa)

(4)ク ランク軸、主軸受

整備前、整備後及び試運転後温態時の合計 3回 、クランクデフレクション計測を

行 う。



(5)カ ムケース及び ギヤケース

カム ロー ラを点検す る。

(6)燃 料噴射 ポ ンプ

ア 開放、清掃 、手入れ、組 立調整及び復 旧す る。

イ 噴射時期 の調整 を行 う。

ウ 吐出弁 を招合せ る。
(7)冷却清水ポンプ (渦巻  40m3/h× 25m)
開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。

(8)過 給機

1台

型  1式 :VTR-201

製造所 :IHI

ア 開放、清掃 、手入れ、組 立調整及び復 旧す る

イ パ ッキン類 、 Oリ ング及び回 り止 めを取替 え

ウ 水衣部 を薬品洗浄す ること。
工  玉軸受 を取替 えること。

オ 保護亜鉛 を取替 えること。

力 次 の試験計測 を実施 しす ること。

(ア )過給機圧 力試験  0.4Mpa

(イ )過給機 ロー ター染色探傷

(ウ )過給機 ノズル・デ ィフューザー染色探傷

(工 )過給機 回転部間隙及びケー シング計測

(9)熱 交換器

次の とお り各冷却器 を開放整備す ること。

ア 空気冷却器 (64.95ポ )                1台

(ア )パ ッキン類、○ リング及び回 り止 めを取替 えるこ と

(イ )海水流路 を清掃す ること。

(ウ )内 部 を薬 品洗浄す るこ と。

(工 )保護亜鉛 を取替 えること。

(オ )圧力試験 を実施す ること。

圧 力試験 (0.4MPa)

イ 潤滑油冷却器 (9.7ぶ )                 1台

(ア )パ ッキン類 ,Oリ ング及び回 り止 めを取替 えること。

(イ )海水流路 を清掃す ること。

(ウ )内 部 を薬品洗浄す ること。

(工 )保護 亜鉛 を取替 えること。

(オ )圧力試験 を実施す ること。

圧力試験 (海水側 :0.4MPa)(清 水側 :0.6MPa)

ウ 清水冷却器 (9.7r)                  1台

(ア )パ ッキン類、○ リング及び回 り止 めを取替 えること。
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(イ )海 水流路 を清掃す ること。

(ウ )内 部 を薬品洗浄す ること。

(工 )保護 亜鉛 を取替 えること。

(オ )圧 力試験 を実施す ること。

圧力試験 (海 水側 :0.4MPa)(清 水側 :0.6MPa)

(10)保 護装置

保護装置点検 、確認 を行 う。

(11)そ の他

ア 試 運転立会い等

(ア )組 立、調整、復 旧後、乗員 が操縦す る係留運転及び海 上運転 に立会 うこ と。

(イ )そ の他乗員が行 う始動試験 、警報試験、操縦場所切替 え試験 、回転制御試

験、翼制御試験 、前後進試験及び危急停止試験 に立会 うこと。

イ 重量物等の陸揚 げ、保管及び積込みは付帯 とす る。

ウ 主機 関室天蓋 を取 り外 し、同パ ッキン (ネ オプ レー ン 4.5t、 85W× 7,2

80 M20× 52ボ ル トピ ッチ 129.6)1枚 作製 、取 り替 え及び復 旧す

る。

工  復 旧後、燃料油管及び潤滑油管の継手部、 フランジ部 について FNテ ープを巻

き適法 な漏洩飛散防止処置 を行 うこと。

オ 本修理 にて発生 した囲壁 、敷板 、機器 の汚れ等 は、清掃 、塗装等の手入れ を

し、修理前 の状態 に復す るこ と。

力 整備 に伴 い発生 した廃油、 ビル ジ等 につ いては適法 に処分す る。

2 右舷減速歯車装置 【分割中検】
<要 目>

型  式 MGRPY1642H 製造所新潟 コンバー タ (株 )

減速比 (推進器側 )1:1.96(ク ラ ッチ付 )

増速比 (発 電機側)1:2.36(オ メガクラ ッチ付 )

(1)減 速歯車装置

右舷減速装置 について、次の とお り歯面点検 を実施す る。

報告書 を 2部 (1部本庁、 1部 本船 )提 出す る。

歯面点検

覗 き窓 を取外 し歯面点検、受検及び復 旧す る。

数量 :1台

3 左舷主機関 Ml【 計画保全】
<要 目>

型  式 :6DLM-24SL 数量 :1基

製造所 :ダ イハ ツデ ィーゼル



出力 ×回転速度・:809kW(1100PS)× 720min-1

シ リンダ数 ×径 ×行程 :6× 240mm× 320mm

次の とお り開放 、整備 、本船支給す る別表 1記載部品を取替 え、組立、復 旧す るこ

と。

試験及び計測 については、記録表 を 2部 (本 庁 1部 、本船 1部 )提 出す ること。

(1)排 気弁                     12個

ア 排気弁 を清掃す る。

イ 排気弁箱 の圧力試験 (0.2MPa)を 実施す る。

ウ 排気弁及び弁ばねの染色探傷試験 を行 う。
工 次 の計測 を行 う。

(ア )排気弁 シーツ部厚み及び シー ト部内径

(イ )動弁装置調整ネ ジ全長

(ウ )プ ッシュロッ ド上端部頂面か ら底部までの最大深 さ

(工 )弁棒 とブッシュの間隙

(2)そ の他

ア 試運転立会い等

組立、調整 、復 旧後 、乗員が操縦す る係留運転及び海上運転 に立会 うこと。 (右

舷主機 関の整備 に含む。)

イ 重量物等の陸揚 げ、保管及び積込みは付帯 とす る。 (右 舷主機 関の整備 に含

む。)

ウ 主機 関室天蓋 を取 り外 し、同パ ッキン (ネ オプ レー ン 4.5t、 85W× 7,2

80、 M20× 52ボ ル トピッチ 129.6)1枚 作製 、取 り替 え及び復 旧す

る。

工 復 旧後、燃料油管及び潤滑油管の継手部、 フランジ部 について FNテ ープを巻

き適法 な漏洩飛散防止処置 を行 うこと。 (右 舷 主機 関の整備 に含む。)

オ 本修理 にて発生 した囲壁 、敷板、機器 の汚れ等 は、清掃 、塗装等の手入れ を

し、修理前 の状態 に復す ること。 (右舷主機 関の整備 に含 む。)

力 整備 に伴 い発生 した廃油、 ビル ジ等については適法 に処分す る。 (右舷 主機 関の
整備 に含む。)

4 1号 発電機用原動機 (分割中検 )
<要 目>

型 式 :6CHL― HTN 数量 :1基

製造所 :ヤ ンマーデイーゼル

出力 ×回転数 :91.9kW(125PS)× 1800min-1

シリンダ数 ×シ リンダ径 ×行程 :6× 105mm× 125mm

次のとお り開放、整備 し、本船支給す る別表 2記載部品を取替え、受検、組立、復

旧し試運転を実施 し良態を確認すること。



試験及び計測については、記録表を 2部 (本 庁 1部 、本船 1部 )提 出すること。

(1)シ リンダカバ

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。    6個

イ 排気弁を招合せる (機械加工を含む )。           6個

ウ 吸気弁を櫂合せ る (機械加工を含む )。          6個
工 燃料噴射弁の噴射圧力を調整す る。           6個
オ 水衣部を薬品洗浄する。                6個
力 動弁腕装置開放、清掃、手入れ、復旧する。       6個

キ 次の試験及び計測を行 う。

(ア )圧 力試験 (清 水側 0.39MPa(4kgf/c m2))

(イ )染 色探傷試験 (シ リンダカバ及び吸排気弁 )

(ウ )計 測 (吸排気弁及びガイ ド間隙 )

(工 )計 測 (動 弁装置軸受間隙 )

(オ )計 測 (吸排気弁シー ト部厚み及びシー ト部内径 )

(2)ピ ス トン及び連接棒
ア  ピス トン

(ア )開 放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復 旧すること。

(イ )パ ッキン類、 Oリ ング及び回 り止めを取替えること。

イ 連接棒

開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧すること。

ウ クランクピン軸受

開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧すること。

エ ピス トンピン及び同軸受

(ア )開 放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復 旧すること。

(イ )パ ッキン類、○ リング及び回 り止めを取替えること。

(3)シ リンダライナ

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。
イ パ ッキン類、 Oリ ング及び回 り止めを取替える。

ウ シ リンダライナ及び架構水衣部を防食塗装する。
工 保護亜鉛を取替える。
(4)ク ランク軸及び主軸受

主軸受及び基準軸受について開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復 旧する。

(5)カ ム軸、タイ ミングギア

カム、ローラ等の点検を実施す る。

(6)燃 料噴射ポンプ

燃料噴射ポンプ (フ ィー ドポンプ含む)及びガバナ (一 体型)  1台
ア 開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧すること。
イ 噴射時期及び燃料噴射量の調整を行 うこと。



(7)付 属ポンプ

ア 潤滑油ポ ンプ (機付 ,歯車 ,3.3m3/h× lMPa)1台

(ア )開 放 、清掃 、手入れ 、受検、組 立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類 、 Oリ ング及び回 り止 めを取替 える。

(ウ )オ イル シール を取替 える。

(工 )付属諸弁 (調圧弁及び安全弁 )を 招合せ る。

イ 冷却清水ポ ンプ (機付 ,渦 巻 ,6m3/h× 7m)1台

(ア )開 放、清掃 、手入れ、受検、組 立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類 、 Oリ ング及び回 り止 めを取替 える。

(ウ )玉軸受 を取替 える。

(工 )メ カニカル シール を取替 える。

ウ 冷却海水ポ ンプ (機付 ,モ ノフ レックス  4.6m3/× 10m)1台

(ア )開 放、清掃 、手入れ、受検、組 立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類、○ リング及び回 り止 めを取替 える c

(ウ )玉軸受 を取替 える。

(工 )メ カニカル シール を取替 える。

(8)過 給機

型式 :三 菱重工業製  TF07  数量 :1台

ア 開放、清掃 、手入れ、組立調整及び復 旧す る。

イ 水衣部 を薬 品洗浄す る。

(9)熱 交換器

ア 清水冷却器 (0.8r)  数量 :1台

(ア )開 放 、清掃 、手入れ、受検 、組 立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類 、 Oリ ング及び回 り止 めを取替 える。

(ウ )海水流路 を清掃す る。

(工 )内 部 を薬 品洗浄す る。

(オ )保護 亜鉛 を取替 える。

イ 潤滑油冷却器 (0.7ピ )  数量 :1台

(ア )開 放、清掃 、手入れ 、受検 、組立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類、○ リング及び回 り止 めを取替 える。

(ウ )海水流路 を清掃す る。

(工 )内 部 を薬品洗浄す る。

(オ )保護 亜鉛 を取替 える。

ウ 空気冷却器 (3.3ぽ )  数量 :1台

(ア )開 放 、清掃 、手入れ、受検 、組 立調整及び復 旧す る。

(イ )パ ッキン類、○ リング及び回 り止 めを取替 える。

(ウ )海水流路 を清掃す る。

(工 )内 部 を薬 品洗浄す る。



(オ )保護 亜鉛 を取替 える。

(10)ク ランクケース

点検 、清掃す ること。

(11)諸管

ア 吸気マニホール ド、吸気連絡 管、清水管、海水管 について、点検、清掃 、各接

続部手入れ (招 り合わせ を含む )を 行い、復 旧す る。

イ 排気マニホール ドについて、点検 、清掃 、排気側 内壁 の腐食点検 を行 う。

ウ 排気管継手 (過 給機 出 口)に ついて、点検、清掃及び伸縮管の亀裂の有無の点

検 を実施す る。

工  防熱覆 い を取外 し、復 旧す る。

(12)そ の他

ア 原動機据付 け用防振 ゴムを計測す る。

イ 重量物 の陸揚 げ、保管及び積込み を行 う。

(ア )重 量物搬 出ハ ッチの脱着及び同パ ッキンの取替 えを含む。

(イ )特記 なき重量物 の陸揚 げ積込み を含む。

ウ 試運転立会い

(ア )組 立、調整 、復 旧及び乗員が操縦す る試運転 に立会 う。

※使用負荷 は船 内負荷 とす ること。

(イ )そ の他 、調速機試験及び安全装置作動試験 に立会 う。

工  防音ボ ックスの脱着

取外 し、陸揚 げ、パ ッキン (ド アパ ッキンを除 く)を 取替 え復 旧す る。

オ  整備 に伴 い発生 した廃 油、 ビル ジ等 については適法 に処分す る。 また、汚損部の

清掃 を行 う。

5 海洋生物付着防止装置

機関室シーチェス ト用

規格 :ア タカ大機 (株 )製  ダイキカピオネーター (D.C.Pシ ステム) 1台
バウスラスタ区画用

規格 :ア タカ大機 (株 )製  ダイキカピオネーター (DCP-5)     1台

海洋生物付着防止装置について、次の整備を行 う。

(1)機 関部シーチェス ト用
プ 別紙 3の とお り本船支給する次の電極を取 り替える。

右舷高位 シーチェス ト (Cu:100Φ ×300L× 1個 ) (AL:100Φ ×300L× 1個 )

右舷低位 シーチェス ト (Cu:100Φ ×570L× 1個 ) (AL:100Φ ×570L× 1個 )

左舷低位 シーチェス ト (Cu:100Φ ×300L× 1個 ) (AL:100Φ ×300L× 1個 )

イ 通水テス ト及び水密確認を実施する。

ウ 電極～船体間の絶縁確認及び通電試験を実施する。

(2)バ ウスラスタ区画用



ア 別紙 3の とお り本船支給す る次の電極 を取 り替 える。

電解槽 (Cu:50Φ ×200L× 1個 ) (AL:50Φ ×200L× 1個 )

イ 通水テス ト及び水密確認 を実施す る。

ウ 作動試験 を実施す る。

6 軸系
く要 目>

型式 :4翼 CPP XS-53プ ロペ ラ製造所 :ナ カシマプ ロペ ラ

直径 :1850mm  材質 :ALBC3

プ ロペ ラ軸 :180× 11.41m

給油軸 :178× 13.05m

中間軸 :135× 22.08m

次の整備 を実施す る。

(1)両 舷 軸系

両舷 プ ロペ ラ及びプ ロペ ラ軸 について、次の整備 を実施す る。

ア プ ロペ ラ (4翼 )

(ア )清掃 の うえ、バ フ仕上げす る。

(イ )プ ロペ ラ清掃用足場 の設置 、撤去及びダ ク ト格子 の脱着 は船体部 による。

イ プ ロペ ラ軸

清掃す る。

7 バ ウスラスタ 一ヽ

<要 目>

型  式 :TC-115N

製造所 :ナ カシマプ ロペ ラ

直  径 : 1, 150mm 材質 :ALBC3

(1)バ ウスラスター

ア プ ロペ ラ 4翼 についてバ フ仕 上げを行 う (プ ロペ ラダク トの清掃 を含む )。

イ プ ロペ ラ清掃用足場 の設置、撤去及び ダク ト格子 の脱着 は船体部 による。

8 検査、計測記録等

本仕様に基づ く機関の検査及び計測記録等は、取 りまとめの うえ製本 し 2部 (本庁

1部 、本船 1部 )提 出する。



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

1 シリンダヘッドパッキンT=1.5 E245650250A 6 個 海洋M-5(右舷主機 )

2 ノズルホルダガイドパッキン E185610280Z 6 個

3 0リ ング (シ リコン)S39 E205600280Z 6 個

4 0り じ/ζグ
｀`
  G40 E205650300Z 6 個

5 0り )/ィブ
｀
  26X5.5 E240250210A 24 個

6 ヘ ッドカバパッキン E246350120A 6 イ固

7 ゴム シール  2000 B900000003Z 6 個

8 丸パ ッキン (0)27 Z565002700Z 60 個

9 弁箱パッキン E245800340Z 12 個

10 排気弁座0リ ング E325800180C 72 個

11 0り じ/`グ
｀
  13.8X3.5 E245850310Z 24 個

12 0り )/`グ
｀
  G40 E205650300Z 12 個

13 0リ ング S53 E245850330Z 12 個

14 0リ ング (2)4DG-85 Z560208531D 12 個

15 バルブステムシール 16 E225600190A 12 個

16 0リ ング
｀
 P14 Z560101424Z 6 個

17 バルブステムシール 16 E225600190A 12 個

18 0リ ング (0)35.5X2.0 Z560003620Z 6 イ固

19 丸パ ッキン (0)23 Z565002300Z 20 個

20 丸パ ッキン (0)17 Z565001700Z 10 イ固

21 丸ハ ッキン 32.5X41 Z246950170Z 6 個

22 0り じ/ググ
｀`
  P36 E206200580Z 6 個

23 0リ ング P18 E206200550Z 6 個



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

24 Y">' ) Atv?'r)ttv C266203050Z 24 個

25 ガスケット E206203120Z 12 個

26 0リ ング (1)4DP-31 Z560103135D 6 イ固

27 0リ ング (1)15.6X2.3 Z560001623D 6 個

28 0リ ング (1)4DP-26 Z560102635D 6 個

29 0リ ング (1)4DP-48 Z560104835D 6 個

30 0リ ング (1)4DP-50 Z560105035D 6 個

31 丸パ ッキン (0)19X2T Z565001920Z 10 個

32 ガスケット 10-2 Z567001002B 12 個

33 ガスケット E246950330Z 12 イ固

34 ノラく
｀
ル′  DL145TE368-A E246950650Z 6 個

35 パ ッキン (1)34X70 Z541103470A 6 個

36 0リ ング (2)32.5X3.0 Z560003330Z 6 個

37 0リ ン/グ
｀
 P14 Z560101424Z 6 個

38 0り じ/`ク
゛
  32.5X3.0 Z560003330Z 24 個

39 0り )/`グ
｀
  G55 Z560205531Z 12 イ固

40 0リ ング E226450220Z 6 個

41 0リ ング E226450240Z 18 個

42 パ ッキン Z567002201C 12 個

43 ハ ッキン Z567000801C 6 個

44 ハ ッキン E246450400Z 12 個

45 0り じ/`グ
｀
  G65 Z56()206531Z 6 個

46 水切 リリング
C038120220Z(右 舷用)
C038120230Z(左 舷用)

1 個



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  日 部品番号 数  量 備  考

47 特殊爪付座金 19X38 C038170390Z 1 個

48 I )t =)t ,tv'.2*/I, (1) EA10306 AE01102010C 1 個

49 シールホルダハッキン C038470370Z 1 個

50 ポンプ体パッキン C038470380Z 2 個

51 ベア リング押さえパッキン (P) C038170460Z 1 個

52 ベア リング押さえパッキン (ギヤ ) C038170470Z 1 個

53 平座金  (0)20 Z300020000Z 1 個

54 舌付座金  (2)10 Z318210000Z 8 イ固

55 割 ピン  (0)4X40 Z320004040Z l 個

56 平行 ピン (6)3X8-BS Z335603008J 1 個

57 ベア リング (1)6207 Z451162070Z 2 個

58 オイルシール  (3)TC355511 Z46135551lTC 1 個

59 オイルシール  (2)TB50729 Z461507209TB 1 個

60 丸パ ッキン 17 Z565001700Z 10 個

61 丸パ ッキン 21 Z565002100Z 10 個

62 丸パ ッキン 27 Z565002700Z 10 個

63 歯付き座金 M12 Z315012000Z 6 個

64 ベアリング (T)(VTR200) BN46890000Z 1 個

65 ベア リング (B)(VTR201) BN46039000Z 1 個

66 ラビリンスブッシュ 506(200) BN20540500Z 1 個

67 ラビリンスブッシュ 725(200) BN20910900Z 1 個

68 油きり BN20994200Z 2 個

69 軸受蓋用パッキン BN20460800Z 2 個



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

70 保護亜鉛 100X50X20T C048420330A 3 個

71 パ ッキン (4) C048471010A 3 個

72 保護亜鉛 40X40X40T C048420340A 2 イ固

73 パ ッキン (2) C048471160C 1 個

74 パ ッキン (3) C048471170C 1 個

75 パ ッキン (5) C048471030A 1 個

76 パ ッキン (6) C048471060Z 3 イ固

77 パ ッキン (7) C048471070Z 2 個

78 吸気管入ロパッキン E222000060Z 2 イ固

79 インタークーラパ ッキン E262600320Z 2 イ固

80 グラン ドパッキン 3/8X1000 B900000002A 2 個

81 管板 (1)パ ッキン C036970370A 2 個

82 出口蓋パッキン C036970380A 1 個

83 側蓋パッキン C036970430A 2 個

84 ゴムパッキン C036970460Z 1 イ固

85 保護亜鉛 50X70XM10 C045070010A 2 個

86 丸パ ッキン 12X50 C045070020Z 2 個

87 管板  (1)パ ッキン C036970370A 2 個

88 出口蓋パッキン C036970380A 1 個

89 側蓋パッキン C036970430A 2 個

90 ゴムパッキン C036970460Z 1 個

91 保護亜鉛 50X70XM10 C045070010A 2 個



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

92 丸パ ッキン 12X50 C045070020Z 2 個

93 架構側蓋 (1)パ ッキン E240350090A 6 個

94 架構側蓋 (2)パ ッキン E240350100A 6 個

95 吸気管パッキン (1) E242050090B 6 個

96 吸気管パ ッキン (2) E242050080A 6 個

97 排気管パッキン E242150180B 6 個

98 排気出ロパッキン E262310040Z 1 個

99 0リンク
゛

N048020018 2 個

100 卜
゛
ウハ
°
ツキン N370212915 4 イ固

101 力
｀
スケツト 22A000268 2 個

102 力゛スケツト 22A000486 4 個

103 力
゛
スケツト 22102151lG 3 個

104 力゛スケツト 221032383A 1 個

105 0リンク
゛

N048006038 1 イ固

106 保護亜鉛 22A000485 4 個

107 クウキデグチカンパッキン C262600530Z 1 個

108 JISパ ッキン Z501332000H 1 個

109 弁箱パッキン E245800340Z 12 個 海洋M-1(左舷主機 )

110 排気弁座0リ ング E325800180C 72 個

111 0リ ング  13.8X3.5 E245850310Z 24 個

112 0リ ング  G40 E205650300Z 12 個

113 0リ ング S53 E245850330Z 12 個



主機関交換部品表 別紙 1

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

114 0リ ング (2)4DG-85 Z560208531D 12 個

115 バルブステムシール  16 E225600190A 12 イ固

116 0リ ング
｀
 P14 Z560101424Z 6 個

117 丸ハッキン 32.5X41 E246950170Z 6 個

118 0リ ング  P36 E206200580Z 6 個

119 0リ ング
｀
 P18 E206200550Z 6 個

120 €>. / AtvF'Dttv C266203050Z

(AE01062021A)
24 個

121 ガスケット
E206203120Z

(AE01062016A)
12 個

122 0リ ング (1)4DP-31 Z560103135D 6 個

123 0リ ング (1)15_6X2.3 Z560001623D 個

124 0リ ング (1)4DP-26 Z560102635D 6 個

125 0リ ング (1)4DP-48 Z560104835D 6 個

126 0り )/ィア｀` (1)4DP-50 Z560105035D 6 個

127 丸パ ッキン (0)19X2T Z565001920Z 10 個

128 ガスケット 10-2 Z567001002B 12 個

129 ガスケット
E246950330Z

(AE01062016A)
12 個

130 ノ Jく
｀
ル DL145TE368-A E246950650Z 6 個

6



1号発電用原動機 交換部品表 別紙 2

項 品  目 部品番号 数 量 備  考

1 力
゛
スケット(ヘット

・ T=1.5 127616-01333 個 2

海洋 1号発電用原動機
分割中検
(型式 :6CHLHTN)

2 力
｀
スケット(ソクフタ 127675-01410 個 2

3 0リンク
゛
(lAG105.0 24321-001050 個 20

4 0リンク
・
(A 127610-01841 個 2

5 0リンク
゛
(B 127610-01851 個 1

6 ハ
・
ッキン(フタ A 127675-01790 個 2

7 ハ・ッキン(フタ B 127675-01800 個 1

8 0リンク
゛
(lAP24.0 24311-000240 個 10

9 ハ
・
ッキン(キ
゛
ヤケース 127610-01511 個 1

10 ハ
・
ッキン(キ
゛
ヤケースフタ 127610-01530 個 1

11 シール(オイル SD55X78X12R 123672-01900 個 1

12 ハ
・
ッキン(へ
゛
アリンク
・
ケース 127675-01890 個 1

13 /―ル(オイル TC173008 129795-42820 個 1

14 ハ・ッキン(ネンリョウホ
・ンフ・ 123482-51030 個 1

15 トメワC(アナ 52 22252-000520 個 1

16 べアリンク
゛
(ホ
―゙ル 6205 24101-062054 個 2

17 シール(オイル 101220-85200 個 1

18 力
゛
スケット(ホ
ヾ
ンネット 127610-11340 個 2

19 シール(ハ
゛
ルフ・ステム 127610-11280 個 12

20 t\" y+'/(n)v 45 126650-11760 個 4

21 ^' 
y+, ("), 22X1. 0 23414-220029 個 10

22 ハ・ツキン(マ ,レ 25Xl.0 23414-250000 個 10

23 夕
゛
ンネツサ
゛
イ(ノス
｀
ル 127610-11851 個 6

24 )\" )+r()7.'tt, 127610-l1860 個 6



1号発電用原動機 交換部品表 別紙 2

項 品  目 部品番号 数 量 備  考

25 ,-tv (FO7'/ir^' , 127610-11960 個 6

26 0リンク
゛
(4DP26.0 24316-000260 個 10

27 ハ
・
ッキン(キュウキカン 127420-12161 個 6

28 力
゛
スケット(ヘット

゛
テ
゛
ク
゛
チ 127610-13201 個 6

29 力
゛
スケツト(サイト

゛
カハ・― 127610-13224 個 2

30 力
゛
スケット(ターヒ

゛
ン X4916619201 個 l

31 リンク
゛
(タ
ーヒ・ンカ
゛
ワ 126443-18820 個 1

32 へ`アリンク 127652-18900 個 2

33 0リンク
゛

127652-18910 個 1

34 リンク
゛
(スナッフ
・ 127652-18940 個 l

35 リンク
゛
(スラスト 127652-18880 個 1

36 べアリンク
ヾ
(スラスト 126443-18810 個 l

37 スリーフ・ (スラスト 127652-18820 個 1

38 リンタ
゛
(コンフ
・レッサカ
゛
ワ 126443-18830 個 l

39 0リング X4916822100 個 1

40 リンク
゛
(スナッフ
°

127652-18850 個

41 フィルタ(フ
・
レ TD08 X4917453162 個 1

42 t\" )+'/ 127620-18181 個 2

43 ハ・ッキン(タンク A 127620-18170 個 l

44 ハ・ッキン(タンク B 127620-18210 個 1

45 ホ
゛
ウシヨクアエン(ネシ

・20X37 27210-200370 個 1

46 ハ・ッキン(ホ
゛
ウショクアエン 123210-09310 個 1

47 ハ・ツキン(マル 25Xl.0 23414-250000 個 10

48 リンク
゛
SET(ヒ
・ストン 127610-22501 個 6

1



1号発電用原動機 交換部品表 別紙 2

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

49 0リンク
゛
(lAP90.0 24311-000900 個 10

50 0リンク
・
(lAG35.0 24321-000350 個 10

51 ホ
゛
ウシヨクアエン(ネシ

・20X37 27210-200370 個 2

52 ハ
°
ッキン(ホ
゛
ウショクアエン 123210-09310 個 2

53 ハ
・
ツキン(マ ,レ 25Xl.0 23414-250000 個 10

フイルタ(シ
゛
ユンカツユ 127695-35180 個 2

55 ハ・ツキン(マル 8Xl.0 23414-080000 個 10

56 ハ
・
ッキン(ハ
・
イフ
・
 ターヒ
ヾ
ンIN 123688-39721 個 1

57 t\' y+'/ 123688-39791-Z 個 1

58 )\' )+, 123688-39830 個

59 インヘ
・
ラ(カイスイホ
・
ンフ
・ 127610-42270 個 l

60 シール(インヘ'ラホ
゛
ス 127610-42230 個

61 0リンク
゛
(lAG70.0 24321-000700 個 10

62 カラー 123472-42090 個 l

63 シール(メカニカル 123472-42061 個 1

64 0リンク
゛
(lAG40.0 24321-000400 個 10

65 0リンク
゛
(lAP20.0 24311-000200 個 10

66 オイルシール(TC203508 24421-203508 個 1

67 へ
゛
アリンク
゛
(ホ
―ヾル 6204 24101-062044 個 1

68 へヾアリンク
゛
(ホ
―゙ル 6204U 24102-062044 個 1

ハ
°
ッキン(レイキャクスイホ

・ンフ
・ 127610-42190 個 1

70 デがネ(シャフト 127610-42440 個 1

71 べアリンク
゛
(ホ
・―ル 6303 24101-063034 個 1

72 サ
゛
力
゛
ネ(デ ーリ 127610-42350 個 1

54

l

l

69



l号発電用原動機 交換部品表 別紙 2

項 品  目 部品番号 数 量 備  考

73 ハ
・
ッキン(ホ

.ン
フ
・
フタ A 127675-43110 個 1

74 シール(メカニカル 124250-42351 個

75 リンク
・
(ミス
・キリ 127610-43310 個 1

76 べアリンク
ヾ
(ホ
―゙ル 6203U 24102-062034 個 〕

77 べアリンク
゛
(ホ
―゙ル 6204U 24102-062044 個 1

78 サ
゛
力
゛
ネ(フ
・―リ 127610-43330 個 1

79 ハ・ッキン(ホ
・
ンフ
・フタ B 127675-43120 個 1

80 サーモスタット(71・ C-85° C 123682-48601 個 1

81 シール(サーモスタット 123682-48570 個 1

82 0リンク
゛
(lAS56.0 24341-000560 個 10

83 0リンク
・
(lAG60.0 24321-000600 個 10

84 0リンク'(lAPl15_0 24311-001150 個 10

85 ホ
｀
ウシヨクアエン(ネシ

・20X37 27210-200370 個 4

86 ハ
・
ソキン(ホ
゛
ウショクアエン 123210-09310 個 4

87 フィラCMP 129171-44600 個 1

88 がスケット(フィラ 120445-44640 個 2

89 ハ・ツキン(マル 25Xl.0 23414-250000 個 10

90 力
゛
スケット(セイスイクーラ 127675-44120 個 1

91 力
゛
スケット(セイスイクーラ 127675-44130 個 1

92 ツキ
゛
テ(コ
ヾ
ム レイキャクスイ 43720-554910 個 2

93 クリッフ
・
(ホ
ース 51 43730-552151 個 8

94 /\' y+7 (a )\' 7 44X1 . 5 23421-440000 個 2

95 ツキ・テ(コ
゛
ム B 127450-49660 個

96 クリッフ
・
(ホ
ース 51 43730-552151 個 4

l

l



1号発電用原動機 交換部品表 別紙 2

項 品  目 部品番号 数 量 備  考

97 ハ
・
ッキン(レイキャクスイ 126440-49180 個 2

98 ツキ
゛
テ(コ
ヾ
ム C 127620-49670 個

99 クリッフ (ホース 61 43730-552161 個 8

100 ツキ・テ(ゴ ム A 127620-49650 個 l

101 ハ・ッキン(レイキャクスイ 126440-49180 個 1

102 ツキ・テ(コ
゛
ム A 127620-49650 個 1

103 クリッフ・(ホース 61 43730-552161 個 4

104 ハ・ツキン(コハ
゛
ン 44Xl.5 23421-440000 個 l

105 ′ヽ・ッキン(レイキャクスイ 126440-49180 個 1

106 ハ・ツキン(コハ
゛
ン 44Xl.5 23421-440000 個 1

107 ′ヾッキン(セイスイクーラカ
゛
ワ 127620-49261 個 1

108 ハ・ッキン(インタクーラ 127620-49271 個 1

109 0リンク
゛
(lAG35.0 24321-000350 個 10

110 0リンク・(lAG40.0 24321-000400 個 10

111 0リンク
゛
(lAG55.0 24321-000550 個 10

112 ノス
゛
ルCMP(ネンリョウフンシャ 127653-53000 個 6

113 スフ・リンク
゛
(ノス
゛
ル 144626-53120 個 6

114 力
゛
スケット(オサエ 144626-53200 個 6

115 ェレメントCMP(ネンリョウ 8ミクロン 41650-502340 個 l

116 シールワツシヤー(コマル.ニトリル 8 22190-080002 個 20

117 ハ・ツキン(マル 14Xl.0 23414-140018 個 10

118 ハ・ツキン(マル 14Xl.0 23414-140018 個 10

119 ハ・ツキン(マ ,レ  14Xl.0 23414-140018 個 10

120 シールワツシヤー(コマル.ニトリル 14 22190-140002 個 10

l



1号発電用原動機 交換部品表 別 紙 2

項 品  目 部品番号 数  量 備  考

121 エレメント(エアフィルタ 44100-019910 個 1

122 0リンク・ (エアフィルタ 44100-019920 個 1

123 夕
｀
イヤフラムCMP 44100-555860 個 1

124 0リンク
゛
(lAP5.0 24311-000050 個 10

125 0リンク 44100-555890 個 1

126 0リンク 44100-555940 個 ]

127 0リンク・(lAP48.0 24311-000480 個 10

128 Vへ
゛
ルト(ローエツシ

゛
 A40 25132-004000 個 2



電極 交換部品表 別紙 3

番 号 目 規 格 単位 数 量 備 考

右舷高位シーチェス ト電極 Cu:100Φ ×300L 個

右舷高位シーチェス ト電極 AL:100Φ ×300L イ固

右舷低位シーチェス ト電極 Cu:100Φ ×570L 個

右舷低位シーチェス ト電極 AL:100Φ ×570L 個

左舷低位シーチェス ト電極 Cu:100Φ ×300L 個

左舷低位シーチェス ト電極 AL:100Φ X 300L イ固

電解槽電極 Cu:50Φ ×200L 個

電解槽電極 AL:50Φ ×200L イ固



観測機器部

1 浅海ナローマルチビーム音響測深機換装
測量船 「海洋」の浅海ナローマルチビーム音響測深機の取 り外 し、各機器の搬入、設

置及び接続ケーブル敷設を行ない、浅海ナローマルチビーム音響測深機の接続、調整試

験等を行 うものである。

既存のナローマルチビーム音響測深機の取 り外 し、浅海ナローマルチビーム音響測深

機の取 り付け工事については専門的知識を必要とするため、製造メーカ又は同等の技術

を有する者 (以下 「メーカ等」という。)を立ち合わせ技術指導を受けながら行 うこと。

1.1 接続調整機器
測深機 (R2SONIC社製 Sonic2024)1台 (本船支給 )

1.2 作業内容
次の要領にて浅海ナローマルチビーム測深機を撤去し、官給する送受波器等の取付設

置及び接続ケーブルの敷設、接続調整等を行 う。

(1) 撤去
本作業では別表 1に示す機器について撤去を行 う。撤去品については監督職員に渡

すこと。なお、浅海ナローマルチビーム測深機ケーブルは適法処分すること。

ア 観測室
観測機器ラックから、制御装置 (PC)及びプロセッサーユニットを撤去する。卓か

ら液晶ディスプレイ、キーボー ド、マウスを撤去する。

イ 船底 ドーム

次の要領により、浅海ナローマルチビーム測深機送受波器の新設に伴 う配管等の工

事を行 う。工事に必要な空所等の解放及び復旧は、次の要領によリマンホールを開放

し、音響機器関連工事を行った後、整備 して復旧する。

なお、必要な足場の架設及び撤去、照明装置の架設及び撤去、酸素検知は付帯とす

る。

(ア )船底 ドーム FR.33～ 34の メンテナンス区画右舷側から空所 FR.33～ 34ま での間
に設置 してある船底貫通金物のパッキンを取 り外す。

(イ )空調室船首側のマンホール左側の船底貫通金物 (1か所)のパッキンを取 り外

す。

(ウ )船底 ドーム 10番ハッチ枠に取 り付けてある別紙 1に示す浅海ナローマルチビ

ーム測深機 (EM3002)(ケ ーブル含む)を取 り外し、測量船海洋に保管の 10番ハ

ッチを既設のボル トで取 りつけること。

第二章



(2)設 置
本作業では別表 2に示す機器について設置を行 う。

ア 観測室
既設ラックの空きスペースに、基盤 (SIM)を設置する。卓にデータ収録装置、液晶

ディスプレイ、キーボー ド及びマウスを設置する。

イ 船底 ドーム

次の要領により、送受波器の新設に伴 う配管等の工事を行 う。工事に必要な空所等

の解放及び復旧は、次の要領によリマンホールを開放し、音響機器関連工事を行った

後、整備 して復旧する。

なお、必要な足場の架設及び撤去、照明装置の架設及び撤去、酸素検知は付帯とす

る。

(ア )メ ーカ等により、船底 ドームの 3番及び 4番ハッチを取 り外 し、浅海用ナロー

マルチビーム取付金具に同ハッチヘ取付け可能な加工を行 う。

なお、船底 ドームの 3番及び 4番ハッチは取 り外 した後は測量船海洋で保管し

ておく。

(イ )メ ーカ等により、3番に送波器、4番に受波器を取 り付ける。

(ウ )船底 ドーム FR.33～ 34の メンテナンス区画右舷側から空所 FR.33～34ま での間、

既設の曲げ加工をしたケーブル用管 1本を利用し、既設の貫通金物にパッキンを取

り付ける。

(工 )メ ーカ等は船底 ドーム内での作業に際し造船所と協議のうえ、既設ナローマル

チビーム音響測深機 (EM302)の 受波素子及びケーブルに熱が伝わらないようにす

ること。

(3) 配線・接続
送受波器から基盤 (SIM)及び観測室内の配線にあたつてはメーカ等と協議のうえ結

東等処理を行い、接続にあたってはケーブルコネクタの緩み、脱落が生じないように

する。

必要なシリアル通信ケーブル等各通信ケーブル (音速信号、GPS信号、ジャイロ信

号、動揺信号、時計信号及びモニター信号)、 分配器及び切換器等接続機器はメーカ

等が用意する。

ア 送受波器
送受波器ケーブルを送受波器から新設する基盤 (SIM)ま で配線する。送受波器ケー

ブルの送受波器及び基盤 (SIM)への接続はメーカ等が行 う。

(ア )船底 ドーム・空所
送受波器から2(1)イ (ウ )の ケーブル管を経由し、同 (工 )の空所内ステイを
這わせ配管を通 じて空調室に配線する。



(イ )空調室

空調室天丼に設置 してあるケーブルラックを経由し、既設の変圧器ケーブル用の

フランジを通じてジャイロ室に配線する。

(ウ )ジ ャイロ室

ジャイロ室左舷側の壁から天丼を経由して既設ソナーケーブル用のフランジを

通 じて上甲板調理室後部通路に配線する。

(工 )上 甲板

調理室後部通路船尾側の壁から天丼の既設ソナーケーブル用フランジを通 じ第

一便所に配線する。

(オ)第一便所

第一便所入 り口脇の壁のケーブル管から天丼を経由して観測室船首側の既設 ソ

ナーケーブル用のフランジを通 じて観測室に配線する。

(力 )観測室

観測室船首側の既設ラック背面にある既設ソナーケーブル用のフランジからラ

ック内に新設する基盤 (SIM)に配線する。

イ 表面音速度計
メーカ等により、表面音速度計 (AML社製)を観測室に新設の基盤 (SIM)に配線す

る。

ウ 測位・動揺検出器
メーカ等により、測位 。動揺検出器 (Seatex Seapath 200)か ら出力するシリアル

ケーブルを観測室に新設の基盤 (SIM)に配線する。

工 電源
各機器用の電源については、S-2観測分電 (AC l15V)よ り配線を行い、レセプタク

ル (非防水、2連)を設置すること。必要な電線については付帯とする。

(4) 点検・確認・調整
メーカ等立会いのもと次の点検・確認 。調整を行 う。

ア 測深機点検調整
メーカ等により、送受波器、各ケーブルの取付状況の点検・確認を行い、所要の性

能を満たすよう調整を行 う。

イ 清掃点検
各機器、ケーブルの外観及び接続を確認 し清掃を行 う。

ウ 絶縁計測
送受波器から制御装置までの接続ケーブルの絶縁試験を実施 し、絶縁確認を行 う。



(5) 動作確認
メーカ等により、各機器の個別動作確認を行い正常な動作を確認 した上で、入出力

信号確認、本装置起動後のソフ トウェア動作確認を行い、総合動作確認を行 う。

(6) 海上試験
メーカ等により、次の試験等を行 う。

ア 海上において本装置のパラメータ設定等に必要な各試験を行 う。
(ア )測深データ補正のために以下の調査を行い得 られたデータを解析・処理しキャ

リブレーション値を決定する。なお、キャリブレーション結果は監督職員のほか監

督職員が指示する当庁職員へ報告し、本装置へ入力・設定する。

・等深線に沿った平坦な海域に設定された測線の往復航走

・斜面を含む測線の往復航走

・平坦な海域にて直角に交わる 2測線を航走

(イ )上記 (ア )で得られたキャリブレーション値を本装置に設定した後、正常に海

底地形が得 られる事を確認するため上記海域付近において測深を行い、データ集録

を行 う。

イ 海上において、本装置設置後の測深能力試験を行 う。
ウ 上記作業で得 られたキャリブレーション結果、測深結果は報告書に取 りまとめ、
3部作成のうえ提出する。

(7) その他
各音響機器の換装及び新設工事の完了後、次の要領によって本船の工事前後の変更

点を明らかにする。

ア 試験等
(ア )船体部に係る次の試験を行い、工事の成否と工事後の本船性能を確認 し、試験

結果を報告書に取 り纏め、3部 (本庁 2部、本船 1部 )提出する。
・射水試験

・水密・気密試験

。その他指示するもの

(イ )受 検
本工事に伴 うJGの臨時検査を受検する。

(ウ ) 改正図書等
本工事に関係する次の完成図書等の作成及び改正を行い、3部 (本庁 2部、本船

1部 )提出する。
・観測装置電路系統図



。機器配置図 (観測室、船底 ドーム等、その他 )

。その他関連図書

イ 作業完了後、上架中に当庁職員がセンサ取付位置のオフセットを測量するので、
この作業に協力をすること。



別表 1

場   所 構成機器名称

寸法 (W

×D× H)

(mm)

重 量

(kg)

数量

(個 )
備 考

観測室 ラック
制御装置 (HWS ll)

427× 480

× 180
20 1

液晶ディスプレ

イ、キーボー ド、

マウスを含む

lut yt-z-= y I-'

427× 392

× 177
14.5 1

船底 ドーム 送受波器 (EM3002)
Φ 332×

119
25 1

送受波器ケーブル

を含む

船底 ドーム
浅海用ナローマルチビ

ーム取付金具
1



別表 2

場   所 構成機器名称

寸法 (W

×D× H)

(mm)

重量

(kg)

数量

(個 )
備考

船底 ドーム

送受波器 (送波器 )
273× 108

×86
3.3

1

官給

送受波器ケーブ

ル、延長ケーブル

含む
送受波器 (受波器 )

276× 109

× 190
7

観測室 基盤 (SIM)
280× 170

×60
2.4 1

官給

ケーブル等含む

観測室 データ収録装置 1

官給、ケーブル等

含む

観測室 液晶ディスプレイ 1

官給、マウス、キ

ーボー ド、ケーブ

ル等含む

船底 ドーム
浅海用ナローマルチビ

ーム取付金具
1 官給



2 DGNSSビーコン受信機取付

測量船「海洋」の複合測位装置 1式の内、GPSア ンテナ及びアンテナポールを換装する

ものである。

2.1 接続調整機器
DGNSSビーコンアンテナ (SPS356)1台 (本船保管 )

2.2 作業内容
次の要領にて複合測位装置 1式の内、GPSア ンテナ及びアンテナポールを本船が保管

する DGNSSビーコンアンテナ 1台及び接続ケーブルの交換を行 う。

なおご必要な足場の架設及び撤去、照明装置の架設及び撤去は付帯とする。

(1) 撤去
撤去品については監督職員に渡すこと。

ア マス ト
マス トに既設の GPSア ンテナ (2台 )、 アンテナケーブル (2本)及びアンテナポ
ール (2本 )を取 り外す。

イ 観測室
観測室に既設の DGNSS受信機に接続されているアンテナケーブルを取 り外す。

(2)設 置
マス ト

撤去した左舷側の同箇所にアンテナポールを船体に堅牢に固縛 し設置する。メー

カ等によリアンテナポール上にアンテナを設置する。

(3)配 線・接続
GNSSア ンテナケーブル

マス トに設置したアンテナから観測室の DGNSSビーコン受信機まで配線する。配

線は既設の経路を再利用すること。接続にあたつては、メーカ等によリケーブルコ

ネクタの緩み、脱落が生じないように接続する。

(4)点検 。確認・調整
監督職員立会いのもと次の点検・確認・調整を行 う。

ア DGNSSビーコン受信機点検調整

監督職員により、アンテナ、各ケーブルの取付状況の点検・確認を行い、所要の

性能を満たすよう調整を行 う。



イ 清掃点検
各機器、ケーブルの外観及び接続を確認 し清掃を行 う。

(5) 動作確認
監督職員により、位置データの取得及び複合測位装置ヘデータの出力ができるこ

とを確認すること。

(6)その他

作業完了後上架期間中に当庁職員がセンサ取付位置のオフセットを測量するの

で、この作業に協力をすること。


